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令和６年第３回 邑南町議会定例会（第１日目）会議録

１．招集年月日 令和６年３月４日（令和６年２月28日告示）

２．招集の場所 邑南町役場 議場

３．開 会 令和６年３月４日（月） 午前９時30分

散会 午後４時４分

４．応招議員

５．不応招議員 なし

６．出席議員 １３名

７．欠席議員 なし

８．地方自治法第１２１条第１項の規定により、説明のため会議に出席した者の職氏名

９．本会議に職務のため出席した者の氏名

議会事務局長 井上 義博 事務局調整監 植田 靖子

10．町長提出議案の題目 別紙のとおり

11．会議録署名議員の氏名

12．本日の会議の大要は別紙のとおりである。

議席 氏 名 議席 氏 名 議席 氏 名 議席 氏 名

１番 奈須 正宜 ２番 鍵本 亜紀 ３番 野田 佳文 ４番 日高八重美

５番 瀧田 均 ６番 平野 一成 ７番 和田 文雄 ８番 宮田 博

９番 漆谷 光夫 １０番 大屋 光宏 １１番 中村 昌史 １２番 辰田 直久

１３番 石橋 純二

議席 氏 名 議席 氏 名 議席 氏 名 議席 氏 名

１番 奈須 正宜 ２番 鍵本 亜紀 ３番 野田 佳文 ４番 日高八重美

５番 瀧田 均 ６番 平野 一成 ７番 和田 文雄 ８番 宮田 博

９番 漆谷 光夫 １０番 大屋 光宏 １１番 中村 昌史 １２番 辰田 直久

１３番 石橋 純二

議席 氏 名 議席 氏 名 議席 氏 名 議席 氏 名

議席 氏 名 議席 氏 名

９番 漆谷 光夫 １０番 大屋 光宏

職 名 氏 名 職 名 氏 名 職 名 氏 名

町 長 石橋 良治 副 町 長 日高 輝和 総務課長 大賀 定

情報みらい創造課長 柳川 修司 地域みらい課長 田村 哲 財務課長 三上 和彦

町民課長 秋田 敏子 医療福祉政策課長 小笠原誠治 産業支援課長 白須 寿

建設課長 上田 修 水道課長 沖野 弘輝 保健課長 坂本 晶子

羽須美支所長 三上 徹 瑞穂支所長 三浦 康孝

教 育 長 大橋 覚 学びのまち総務課長 植田 啓司 学びのまち推進課長 高瀬 満晃

監査委員 森脇 義博
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令和６年第３回邑南町議会定例会議事日程（第１号）

令和６年３月４日（月）午前９時30分開会

開会、開議宣告

日程第１ 会議録署名議員の指名

日程第２ 会期の決定

日程第３ 諸般の報告

日程第４ 行政報告

日程第５ 町長施政方針

日程第６ 教育方針

日程第７ 諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦について

日程第８ 議案第７号 邑南町課設置条例の一部改正について

日程第９ 議案第８号 邑南町職員定数条例の一部改正について

日程第10 議案第９号 邑南町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

日程第11 議案第10号 邑南町特別会計条例の一部改正について

日程第12 議案第11号 邑南町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の

一部改正について

日程第13 議案第12号 邑南町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について

日程第14 議案第13号 邑南町表彰条例の一部改正について

日程第15 議案第14号 邑南町消防団員等公務災害補償条例の一部改正について

日程第16 議案第15号 邑南町町営バス条例の一部改正について
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日程第17 議案第16号 邑南町高齢者創作活動施設条例の一部改正について

日程第18 議案第17号 邑南町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに

特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について

日程第19 議案第18号 邑南町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正について

日程第20 議案第19号 邑南町町営住宅管理条例の一部改正について

日程第21 議案第20号 邑南町若者定住促進住宅管理条例の一部改正について

日程第22 議案第21号 邑南町堆肥化処理施設条例の一部改正について

日程第23 議案第22号 邑南町奨学基金条例の一部改正について

日程第24 議案第23号 邑南町水道事業給水条例の一部改正について

日程第25 議案第24号 邑南町水道布設工事等に関する基準を定める条例の一部改

正について

日程第26 議案第25号 邑南町下水道条例の一部改正について

日程第27 議案第26号 邑南町議会議員及び邑南町長の選挙における選挙運動の公

営に関する条例の一部改正について

日程第28 議案第27号 邑南町移動通信用鉄塔施設整備事業分担金徴収条例及び邑

南町移動通信用鉄塔施設整備減債基金条例の廃止について

日程第29 議案第28号 邑南町空き家等の適正管理に関する条例の廃止について

日程第30 議案第29号 邑南町堆肥化処理施設整備事業分担金徴収条例の廃止につ

いて

日程第31 議案第30号 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整理に関する条例の制定について

日程第32 議案第31号 指定管理者の指定について

（ 石見デイサービスセンター ）
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日程第33 議案第32号 指定管理者の指定について

（ 邑南町高齢者ふれあいプラザ ）

日程第34 議案第33号 指定管理者の指定について

（ 邑南町高齢者生活福祉センター ）

日程第35 議案第34号 指定管理者の指定について

（ ねんりん工房 ）

日程第36 議案第35号 指定管理者の指定について

（ 瑞穂東デイサービスセンター ）

日程第37 議案第36号 指定管理者の指定について

（ 邑南町高齢者生きがい活動センター ）

日程第38 議案第37号 指定管理者の指定について

（ 邑南町福祉用具リサイクルセンター ）

日程第39 議案第38号 指定管理者の指定について

（ はあもにぃはうす ）

日程第40 議案第39号 指定管理者の指定について

（ ハートフルみずほ ）

日程第41 議案第40号 指定管理者の指定について

（ 瑞穂西デイサービスセンター ）

日程第42 議案第41号 指定管理者の指定について

（ はすみ交流センター及びはすみ温水プール ）

日程第43 議案第42号 指定管理者の指定について

（ 邑南町観光案内所、邑南町農産物処理加工施設及び邑南

町農林水産物直売・食材供給施設 ）

日程第44 議案第43号 指定管理者の指定について

（ 邑南町農作業準備休憩施設 ）

日程第45 議案第44号 指定管理者の指定について

（ 邑南町婦人若者等活動促進施設 ）
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日程第46 議案第45号 指定管理者の指定について

（ 邑南町猪肉加工場 ）

日程第47 議案第46号 指定管理者の指定について

（ 阿須那公民館戸河内分館 ）

日程第48 議案第47号 町道路線の廃止について

（ 廃止路線２路線 ）

日程第49 議案第48号 町道路線の認定について

（ 認定路線２路線 ）

日程第50 議案第49号 権利の放棄について

（ 過年度分いこいの村・香木の森納付金の確定 ）

日程第51 議案第50号 令和５年度邑南町一般会計補正予算第１３号について

日程第52 議案第51号 令和５年度邑南町国民健康保険事業特別会計

補正予算第５号について

日程第53 議案第52号 令和５年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計

補正予算第５号について

日程第54 議案第53号 令和５年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計

補正予算第３号について

日程第55 議案第54号 令和５年度邑南町下水道事業特別会計

補正予算第５号について

日程第56 議案第55号 令和５年度邑南町電気通信事業特別会計

補正予算第４号について

日程第57 議案第56号 令和６年度邑南町一般会計予算について

日程第58 議案第57号 令和６年度邑南町国民健康保険事業

特別会計予算について

日程第59 議案第58号 令和６年度邑南町国民健康保険直営診療所事業

特別会計予算について
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日程第60 議案第59号 令和６年度邑南町後期高齢者医療事業

特別会計予算について

日程第61 議案第60号 令和６年度邑南町電気通信事業

特別会計予算について

日程第62 議案第61号 令和６年度邑南町水道事業会計予算について

日程第63 議案第62号 令和６年度邑南町下水道事業会計予算について
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令和６年第３回 邑南町議会定例会（第１日目） 会議録

【令和６年３月４日（月）】

―― 午前９時30分 開会 ――

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 開会宣告 ）

●石橋議長（石橋純二） おはようございます。

（「おはようございます」の声あり）

●石橋議長（石橋純二） ただ今から、令和６年第３回邑南町議会定例会を開会いた

します。これより、本日の会議を開きます。本日の議事日程は、あらかじめお手元に配

布したとおりでございます。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第１ ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第１会議録署名議員の指名をいたします。９番漆谷議

員。１０番大屋議員。お願いをいたします。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第２ ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第２会期の決定を議題といたします。お諮りをいたし

ます。本定例会の会期は、本日３月４日から３月１５日の、１２日間といたしたいと思

います。これに御異議はありませんか。

（「異議なし」の声あり）

●石橋議長（石橋純二） 異議なしと認めます。したがって、本定例会の会期は、本

日３月４日から３月１５日の１２日間とすることに決定をいたしました。
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～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第３ ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第３諸般の報告を行います。監査委員より、報告第１

号令和４年度内部統制評価報告書審査意見書について、報告第２号例月現金出納検査結

果報告について及び報告第３号令和５年度定期監査報告について、議長等の動静報告

は、お手元に配布したとおりでございます。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第４ ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第４行政報告。これより町長に行政報告及び諸般の報

告を行っていただきます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 令和６年第３回邑南町議会定例会に当たり、１２月議会定

例会以降の行政執行の主なものについて御報告を申し上げます。はじめに、現在進めて

おります諸施策等について申し上げます。まず、令和６年能登半島地震災害の支援につ

いてでございますけども、令和６年１月１日に発生した能登半島地震災害につきまして

改めて被災者の皆様にお見舞いを申し上げるとともに、１日も早く日常を取り戻されま

すよう祈念いたします。被災地のためにできることとして、１月９日から町内公共施設

１５か所に義援金箱を設置し１月末時点で町民の皆さんの善意が７７万２，８０９円集

まり、日赤島根県支部に送金しております。また、被災地への救援物資提供について職

員３名と防災士の計４名が公用車２台に保存水や非常食などを積み込み、１月１４日夕

方石川県羽咋郡志賀町に向け出発し翌１５日早朝に現地へ到着、くまの地域づくり協議

会の皆さんへ救援物資を無事手渡すことができました。つぎに、被災地への職員派遣に

ついて災害対策基本法第７４条の２第２項に基づき、１月２４日から３１日までの７日

間金沢市で住家被害認定調査業務に従事するため、職員１名を派遣。また、２月１７日

から２２日までの６日間、石川県鳳珠郡能登町で被災者の健康相談及び避難所の衛生対

策業務に従事するため、保健師１名をそれぞれ派遣をいたしました。つぎに、邑南町デ

イキャンプ事故検証委員会について申し上げます。事故の検証と再発防止策のための調
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査審議を行う事故検証委員会は、先般２月２９日に第４回が開催されました。調査審議

の結果もほぼ固まり３月末には事故検証報告書を提出していただくことになっておりま

す。今後は事故検証報告書を指針として、危機管理安全管理マニュアルの策定や定期的

な見直し、日常業務を含めたチェックの励行を徹底的に体に覚え込ませ、事故防止の意

識が醸成されるよう邑南町全職員で取り組んでまいります。なお、安全意識の徹底や心

肺蘇生法、ＡＥＤの使い方の習得を目的に全職員を対象とした普通救命講習を１月１６

日から７回実施し、私を含め２２５名の職員が受講しております。つぎに、その他の行

政施策について申し上げます。まず、第２次邑南町行財政改善計画についてですが、第

１次邑南町行財政改善計画及び実施計画の次期計画として、この度第２次邑南町行財政

改善計画案を取りまとめ、常任委員会等で説明させていただいております。計画期間

は、令和６年度から令和１０年度の５年間とし目標を明確化し取り組んでまいります。

今後３月中旬からパブリックコメントを実施、４月中旬以降議会に提案させていただき

たいと考えております。つぎに内部統制制度についてですが、令和５年度３月３１日を

基準日として令和４年度の財務に関する事務に係る内部統制の評価を行い、評価報告書

を監査委員へ提出し審査を依頼いたしました。先般、監査委員からは評価手続及び評価

結果に係る記載は相当であるとの意見がありました。今後も引き続き業務の効率的かつ

効果的な遂行、財務報告等の信頼性の確保、業務に関する法令等の遵守、資産の保全を

図ってまいります。つぎに脱炭素先行地域づくり事業についてですが、はじめに地域新

電力会社おおなんきらりエネルギー株式会社によるＰＰＡスキームを活用した太陽光発

電設備の整備の状況ですが、公共施設をはじめ事業所一般家庭に対し着実に事業が進め

られております。現在公共施設５施設。具体的には瑞穂支所。おおなんケーブルテレビ

局舎。健康センター元気館。出羽公民館。田所公民館に太陽光発電設備による再生可能

エネルギーの供給は行われ、今後はいこいの村しまねやハンザケ自然館、また下水処理

施設２施設への発電設備の設置に向け、資材調達を進めていると報告を受けておりま

す。くわえて民間住宅や民間事業所についても、商業施設や農業用倉庫、事業所事務所

等の太陽光発電設備工事がまもなく完成見込みであり、民間住宅も複数件の完成が見込

まれております。つぎにおおなんきらりエネルギー株式会社の小売電気事業についてで

すが、小売電気事業については、令和６年２月からいわみスタジアム瑞穂球場の２施設

について取次店として小売電気事業を開始しております。令和６年度４月からは、役場

本庁舎や水道施設公民館などの教育委員会施設へ順次供給を開始していく見込みである

と報告を受けております。つぎに邑南町が行う事業についてですが、小型風力発電設備

設計施工業務委託、ＥＶ自動車急速発電設備整備工事及び中野公民館ＬＥＤ改修工事に

ついていずれの工事も順調に進んでおり、中野公民館多目的ホール照明ＬＥＤ更新工事

は２月中旬に完成し、小型風力発電設備及びＥＶ自動車急速発電設備整備工事について
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は、３月中旬の設備完成に向け工事を進めております。いわみ温泉活用施設薪ボイラー

導入実施設計業務委託についてですが、２月２９日に業務が完了し来年度の事業発注に

に向け準備を進めております。また、道の駅瑞穂再整備事業の地中熱を活用した融雪設

備については、脱炭素先行地域づくり事業を活用して実施しております。つぎに道の駅

瑞穂再整備事業についてですが、現在第３期敷地造成工事地中熱活用による融雪設備整

備工事の２工事を実施中でございます。また本体建築等工事については、現在入札公告

中であり３月中の入札を予定しております。引き続き早期着工完成できるよう事業を進

めてまいります。つぎに道の駅名称募集についてですが、多くの皆様に御応募いただい

た名称案の中から最終投票候補５点を選出。１月１５日から２６日にかけて町内の児童

生徒による投票を行い、２月１５日に開催した第３回名称選考委員会にて投票結果を基

に新名称を決定いたしました。これまで以上に、皆様から親しまれ愛される施設となる

よう準備を進めてまいりたいと考えております。つぎにおおなんバス実証実験について

ですが、令和４年９月より実施しているおおなんバス実証実験便は、邑南町地域公共交

通網形成計画及び邑南町バス路線再編実施計画の中にある、邑南川本線再編案の新路線

田所道の駅から出羽高原地区を経由して邑南町役場までの間を往復するルートを運行し

ており、利用者の声を伺いながら昨年の１０月からは瑞穂矢上線として有料で運行して

おります。瑞穂矢上線については今議会に条例の改正案を提出しておりますので、承認

いただければ４月からは正式な路線として運行する予定としております。そして同じく

４月からはＮＰＯ法人はすみ振興会が運行するはすみデマンドは、石見高原駅までの乗

り入れが可能になることとなっております。つぎにおおなん子どもチャレンジ事業の実

施計画についてですが、この事業は子どもが主体となってまちづくりに取り組む活動を

支援することを目的に創設したもので、おおなんみらいファクトリーという名称で実施

しました。今年度は、矢上高校生チーム、石見養護学校生チーム、町外の高校に進学し

た羽須美地域の高校生などが中心となったチームの３団体がエントリーされ、それぞれ

のチームが地域のことを考え昨年の夏頃から創意工夫活動をされました。それぞれのチ

ーム活動内容については、３月９日元気館にて開催するＷＥ（ウィ）フェスで各チーム

のメンバーが活動報告を行います。つぎに、矢上高校の教育振興についてですが、令和

６年度の矢上高校入学志願者数は、前年度より増員となった普通科定員７２人に対し６

３人、産業技術科定員３６人に対し３１人で、推薦選抜を含めた定員１０８人に対し志

願者合計は９４人でありました。これまで４年連続で１倍を超える志願者倍率が続いて

いましたが、今年度は１倍を下回ることとなりました。今後も町内志願者を増やすた

め、町内中学生のオープンスクール参加者を増やすなど地元中学生に加え、町外県外の

中学性にも魅力的な高校となるよう一層努めてまいります。つぎに羽須美地域で令和２

年度から５年間の計画で進めております、小さな拠点づくりモデル地区推進事業の取組
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状況については、令和２年度に住民の話し合いにより作成したはすみの村づくり計画に

基づきあすな地区応援隊が立ち上がり、阿須那口羽両地区で住民自身が運営主体となる

地域運営組織の体制が整いました。この両地区の組織をつなぐ存在としてＮＰＯ法人は

すみ振興会が両地区をまたぐデマンド交通の運営を続けており、現在ははすみ振興会、

口羽をてごぉする会、あすな地区応援隊が月１回連絡会議を開催し、情報共有を図りな

がら将来的な組織、事業の集約を目指す方向について話合いを続けています。ハード事

業では、口羽地区は、デマンド交通とバスをつなぐターミナルと住民サービスを一体的

にワンストップで提供する拠点である暮らしのターミナルの整備として、支所と公民館

をつなぐ渡り廊下設置工事、口羽公民館を待合所とするための工事を施工しておりま

す。阿須那地区では、住民運営組織として活動しているあすな地区応援隊を中心に、住

民がより集いやすい拠点整備となるよう協議を重ねており、令和６年度に工事を実施す

ることにしております。本事業の成果は地区別戦略発展事業と連携しながら、町内の各

地区の取組につながるよう情報を共有してまります。つぎに新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金を活用した経済対策の実施状況についてですが、夏季農林畜産

物安定供給支援事業は、夏季の高温対策に係る電気料金の令和３年からの高騰分の２分

の１を補助するもので、申請件数は３件で執行予定額は１１３万円となっております。

酪農経営支援事業費は、乳価の低迷等で厳しい経営状況の酪農事業者の自給飼料確保や

生産性向上に係る事業費を補助するもので、申請件数は４件で執行予定額は６００万

６，０００円となっております。邑南町畜産経営緊急支援事業補助金は、畜産業者に対

する飼料費高騰分の補助として令和５年度の配合飼料費農家負担高騰分を４分の１から

４分の３補助するものです。第１四半期から第３四半期において１５事業者から申請が

あり、執行予定額は４９２万１，００４円となっております。邑南町ＩＣカードポイン

ト付与キャンペーン事業費は、令和６年１月５日から２月４日に町内で買物をされた方

におおなんさくらカード３，０００ポイントを上限に３０倍付与するものであり、ポイ

ントは２月２９日に一括付与いたしました。ポイント付与人数は３，９７９人。付与総

額は６７６万５，０５０ポイントでした。キャンペーン期間を中心にカードの新規加入

店舗数は２店舗増加し、カード新規加入者数は５１人増加しました。農産物直売所出荷

農家支援事業は、申請件数８件執行予定額は２９５万３，１７３円。農産物直売所等出

荷システム構築モデル事業は申請件数１件執行額は２００万円。いろどりある直売所づ

くり支援事業は申請件数１２件執行予定額は１１３万６円となっております。つぎに農

業の振興についてですが、神紅の産地化についておーなんアグサポ隊は令和５年度１２

名の方が研修され、その内３名の方が３年間の研修期間を終了されます。３名のうち１

名は都合により帰郷されますが、２名の方は町内で神紅を中心とした自営就農を開始さ

れます。リースハウス整備については、整備開始４年目は７６．８アールを整備するこ
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ととし現在施行を進めております。町内のリースハウス面積は、これを含めて合計３６

０．２アールになります。来年度以降も計画的に神紅栽培用リースハウス整備を進めて

まいります。また、今年度は出荷販売が始まっております。引き続き御理解を賜ります

ようお願いをいたします。つぎに鳥獣被害対策研修会についてですが、地域ぐるみの鳥

獣対策を進める緊急鳥獣被害防止対策集落支援事業がはじまり３年が経過し、令和６年

３月２日元気館で町民を対象とした、邑南町鳥獣被害対策研修会を開催いたしました。

３年間実施してきた取組状況やアンケート結果を踏まえ、島根県中山間地域研究センタ

ー主任研究員や島根県職員等の講師を迎え多くの方が聴講されました。鳥獣被害対策の

知識を深めてもらい、新たな担い手確保につながることを期待をしているところであり

ます。つぎに林業振興についてですが、森林環境譲与税を活用し森林の多面的機能の発

揮と林業の振興を図るため、おおなん未来につなぐ森づくり事業を実施しております。

本年度、集落周辺の里山整備は８集落、薪ストーブ設置は３名に補助金を交付いたしま

した。そのほか、間伐等の森林整備を２４ヘクタール。路網整備を７，０００メートル

実施するとともに林業事業体への担い手確保の助成も行い、４名の新規就農者を確保す

ることができました。来年度以降も引き続き森林整備や林業担い手育成への支援、森林

資源の利用促進等に取り組んでまいります。つぎに耕すシェフ等の地域おこし協力隊に

ついてですが、耕すシェフは令和５年度６名の方が研修をされこのうち２名の方が３年

間の研修期間を終了されます。２名の方とも町内の飲食業で就業されます。産業支援課

関係の地域おこし協力隊で、令和５年度をもって研修期間を修了等される方はおーなん

アグサポ隊３名、耕すシェフの期間満了者２名と中途退任者１名の合計６名です。この

うち４名の方が令和６年度も引き続き町内に居住就業されます。つぎに香木の森公園林

間広場再整備設計施工業務は、令和６年３月２５日を竣工期限とし、公募型プロポーザ

ルにより選定された広島市安佐北区の株式会社カジオカＬ．Ａにより整備が進んでおり

ます。地形をいかすとともに、小学生程度の子どもが遊ぶことを想定した遊具の整備、

昆虫探しや草花を楽しみながら散策できる環境整備や遊歩道整備を進めています。つぎ

に、邑南町公共施設等総合管理計画改定版の策定に取り組んでまいりました。現在はパ

ブリックコメントを実施しており、皆様の御意見を踏まえて３月末に邑南町ホームペー

ジ等で公表する予定ございます。つぎに教育委員会の関係について申し上げます。１０

月２０日から愛知県総合運動公園陸上競技場で開催された、ＪＯＣジュニアオリンピッ

クカップ第５４回アンダー１６陸上競技大会の女子１００メートルハードルに、瑞穂中

学校２年生の日高花音（ひだか かのん）さんが出場されました。つぎに２月３日から

大阪城ホールで開催された２０２４日本室内陸上競技大阪大会の１６歳未満の部男子６

０メートルハードルに瑞穂中学校２年生の金子一冴（かねこ いっさ）さんが出場され

ました。金子さんは予選を突破し、Ｂファイナル決勝７位に入賞されました。つぎに、
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２月６日から長野県の野沢温泉スキー場で開催された第６１回全国中学校スキー大会の

男子大回転と回転の部に、瑞穂中学校３年生の佐々木佑斗（ささき ゆうと）さんが出

場されました。皆さんのそれぞれの功績をたたえ、これからの活躍を期待いたします。

つぎに、３月２７日から三重県伊勢市で開催の、第３５回都道府県対抗全日本中学生ソ

フトテニス大会に、羽須美中学校の岡崎尊（おかざき たける）さんが出場されます。

つぎに、３月２９日から岐阜県で開催の第２４回ヨネックスカップ瑞浪土岐市長杯全国

中学校選抜ソフトテニス大会に、羽須美中学校から岡崎尊（おかざき たける）さん、

杉本凪（すぎもと なぎ）さん、松谷龍之介（まつたに りゅうのすけ）さん、岡崎泰

河（おかざき たいが）さん、栗原有煌（くりはら あきら）さん、服部元翔（はっと

り げんと）さん、三上蒼甫（みかみ そうすけ）さんが出場されます。つぎに、３月

２９日から３１日までの千葉県白子町で開催される第２３回全国小学生ソフトテニス大

会に、羽須美スポーツ少年団の栗原拓真（くりはら たくま）さん、岡崎紗奈（おかざ

き さな）さん、岡崎幸村（おかざき ゆきむら）さん、上口亜咲（うえぐち あさ）

さん、服部陽葉里（はっとり ひより）さん、末田晴空（すえだ はる）さんが出場さ

れます。皆さんの大会での活躍を期待しております。つぎに青少年読書感想文全国コン

クールにおいて、口羽小学校の茂久田海珠（もくだ うみ）さんが全国学校図書館協議

会長賞優良作品を受賞されました。この賞は全国で６点の賞のうち１点に入る快挙であ

りました。つぎに、公民館表彰についてですが、若者や子育て世代の公民館活動への参

加が少ない中で中野公民館は令和３年度から中学生たちの家庭、学校以外の第３の居場

所づくりを目的とした中学生ＳＡＬＯＮを実施しております。部活や勉強が忙しくなり

地域活動から離れてしまう中学生を対象に、ボードゲーム等を通じてゆるく対等につな

がり、生徒たちのやりたいことのニーズ把握を行い、ティーシャツづくりや地域のイベ

ントへの出展、ボードゲーム制作などを実践してきており、その活動が高く評価され、

令和６年２月９日文部科学省において第７６回文部科学省優良公民館表彰を受賞いたし

ました。また、３月９日開催予定のＷＥフェスにおいてお披露目も併せて授賞式を行う

予定です。今回の公民館表彰については、令和３年度から３年連続の受賞となります。

最後に、邑南町発注に公共事業についてですが、これは別紙一覧表で発注状況を御報告

させていただきますのでそちらを御覧ください。以上、３月議会定例会に当たりまして

の行政報告とさせていただきます。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、町長の行政報告は終了いたしました。ここで、休

憩に入らせていただきます。再開は、１０時１５分とさせていただきます。

―― 午前 10時 00分 休憩 ――
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―― 午前 10時 15分 再開 ――

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第５ ）

●石橋議長（石橋純二） 再開いたします。日程第５町長施政方針を行います。町長

より、令和６年度の当初予算提出に当たり、施政方針の申出がありましたので、これを

許可します。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 令和６年第３回邑南町議会定例会の開会に当たり諸議案の

説明に先立ちまして、当面の町政運営に臨む私の基本的な考え方と主要な施策を申し上

げ、町民の皆様をはじめ議員の皆様方の御理解と御協力をお願い申し上げたいと存じま

す。令和６年度当初予算は、テーマ、ひとにやさしいまちへさらに進めようを設定し予

算編成をいたしました。このテーマを実現するために、１物価高騰対策。２多様性が尊

重され全ての人が力を発揮できる地域社会の実現。３．少子化対策こども政策の抜本強

化、地域総がかりの子育ち子育て環境づくりまた子ども条例の具現化。４人材確保と町

内産業の活力増進。５行財政改革の着実な実行、の大項目を設定し大項目ごとに重点事

業の予算計上を行いました。つぎに予算の概要について御説明申し上げます。令和６年

度の当初予算は、一般会計は前年度より２，０００万円の減額。率にして０．１％減の

歳入歳出１５９億５，１００万円を計上しております。特別会計を合わせた合計額は前

年度より１０億９，１５０万円の減額。率にして５．６％減で１８３億１，５５０万円

を計上しております。特別会計を合わせた減額の要因は、令和６年度から下水道事業が

特別会計から公営企業会計に移行することによるものです。一般会計は、大型事業であ

ります石見中学校建設事業費が前年度より１２億５，０６８万円減の７億８，４９７万

９，０００円。邑智病院本館建替事業などによる負担金が前年度より６億４，７６０万

８，０００円減の８億７，４９６万２，０００円、となっておりますが、一方で道の駅

瑞穂整備事業が前年度より１１億７，９４０万１，０００円増の２０億３，３２２万

４，０００円。脱炭素先行地域づくり事業費が５，３０４万円増の３億５，４０５万

６，０００円。いわみ温泉活用施設等改修事業費が１億３，７５９万９，０００円の皆
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増となっています。道路橋りょう関係の継続事業についても長期化しており事業費を確

保する必要があることから、道路新設改良費を前年度より９，９８４万８，０００円

増。橋りょう新設改良費についても前年度より１，７３２万４，０００円増としており

ます。道路維持費についても修繕箇所なども多く、前年度より４，７５１万６，０００

円増としています。国が進めるシステム標準化を含めるシステム関係の邑智郡総合事務

組合負担金が、１億３，３１１万６，０００円増。ごみ処理に係る邑智郡総合事務組合

負担金が、２，６３３万７，０００円増。人権費増などの要因から前年度と同様の予算

規模となりました。歳入の状況について主なものを御説明いたします。町税全体では前

年度より６，１５２万７，０００円減額の、１０億５，９５４万４，０００円となりま

す。減額の要因は、定額減税によるもの、固定資産税の評価額の減少によるものです。

地方特例交付金については、町民税所得割の定額減税分の補填を加味し計上していま

す。地方交付税は前年度より２億７４４万７，０００円増。率にして３．５％増の６１

億７４５万３，０００円を計上しています。ふるさと寄附金は前年度と同額の２億円を

計上しています。基金繰入金の主なものは財政調整基金繰入金、前年度より３，２４９

万１，０００円増の１億４，６２０万８，０００円計上しました。道路維持費施設の除

却に係る事業費各種計画策定費など必要な事業を行うために、不足する財源を確保する

ために繰り入れるものです。このほかに減債基金繰入金を１億８，６０２万４，０００

円。まちづくり推進基金繰入金を８，３１６万５，０００円。ふるさと基金繰入金を１

億８，７８１万円などを計上し、基金繰入金合計は７億３，９４２万円で、前年度より

１４０万５，０００円増。率にして０．２％増となっています。町債の主なものは、過

疎地域自立促進特別事業債は前年度より５２０万円減の１億６，３１０万円を計上し病

院費など１７事業の財源としています。道の駅瑞穂整備事業債は、前年度より８億６，

１７０万円の増の１３億７，２７０万円を計上。病院設備整備事業債は、前年度より６

億２，９３０万円減の５億６，０７０万円を計上。学校施設整備事業債は、前年度より

１０億８，７２０万円減の６億５，８００万円を計上しています。地方債合計額は、前

年度より６億８，５９０万９，０００円減の３４億６，１０３万８，０００円を計上し

ています。以上概略を申し上げましたが、昨年度に続き基金繰入金や町債が多く厳しい

予算編成となりました。つづいて当初予算に盛り込みました主要な施策について、令和

６年度予算編成方針の大項目に沿い順次御説明申し上げます。はじめに、大項目１物価

高騰対策について申し上げます。まず、低所得者に対する重点支援給付金については、

引き続きエネルギー食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者等に対して、国の重

点支援地方交付金を活用した低所得世帯への給付制度や学校給食費の支援等、着実かつ

速やかに実施してまいります。つづいて、大項目２多様性が尊重され全ての人が力を発

揮できる地域社会の実現について申し上げます。邑南町が誕生２０年という節目の年に
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当たり１０月６日日曜日に県知事をお迎えし、邑南町２０周年式典等の行事を開催いた

します。できるだけ華美にならないよう、手作り感のある、参加して良かったと思って

いただけるものにしたいと考えております。あわせて令和６年中に開催される行事等に

ついてチラシやポスターには２０周年記念と記載するなど、気運を盛り上げていきたい

と考えております。つぎに地区別戦略発展事業について、令和６年度は地区別戦略発展

事業として最終年度となります。町からは各地区への補助金や中間支援組織による伴走

支援のほか、１２地区の実践内容の横つなぎを目的とした研修会や報告会を開催し、町

民全体を巻き込み多様な実践者による地域づくりを目指します。また、各地区の計画推

進に必要となるハード事業についてコンペティション事業を実施し、事業の継続化を図

ってまいります。つぎに、小さな拠点づくりモデル地区推進事業について。阿須那地区

では、あすな地区応援隊を中心に住民がより集いやすい拠点整備を行ってまいります。

口羽地区では、デマンド交通と町営バス、備北交通とのつばがりを向上させ、地域住民

の利便性を高めるために暮らしのターミナルの整備を行っております。令和６年度より

用地の取得設計等を行うなど、事業を進めてまいります。つぎに、持続可能な地域コミ

ュニティづくりのための地域運営組織の設立支援については既に自治会再編に取り組ま

れている地区もありますが、人口減少にあわせて自治会以外の機能再編も検討していく

必要があります。将来的には全ての地区で地域運営組織設立に向けて取組を推進してま

いります。令和６年度は、地域運営組織の設立に先行して取り組む地区への財政支援や

中間支援組織の伴走支援による人的な支援などを行い、将来に向けた地域づくりの体制

や仕組みづくりの体制や仕組みづくりに取り組んでまいります。つぎに、地域での介護

予防活動の支援については各地区の第２層協議体が引き続き地域における介護予防や生

活支援の体制を整備できるよう、生活支援コーディネーターを委託する邑南町社会福祉

協議会とともに支援をしてまいります。つぎに、邑南町地域公共交通計画の策定につき

ましては令和６年度において新たな邑南町地域公共交通計画。令和７年度から令和１１

年度の計画の策定の予定をしております。町の公共交通会議や生活交通検討委員会の開

催、利用者へのアンケート調査を行い、公共交通を利用する方々にとって真に必要で持

続可能な地域公共交通を確保するための計画策定を行います。つぎに、令和６年度中に

市木地区で民間医療機関が閉院することになり、無医地区となることも懸念されたとこ

ろありますが、邑南町地域医療構想により必要な医療機能の確保を図るため、現在公立

邑智病院の附属診療所として公立の診療所を開設するよう、公立邑智病院をはじめ関係

機関と準備を進めております。また、引き続き医療福祉人材バンクによる個別アプロー

チなどをはじめ、町内の医療機関福祉事業所等と連携し医療福祉人材の確保育成にも積

極的に取り組んでまいります。つぎに、地域包括ケアシステムの推進については関係機

関や地域団体等の連携強化が重要となります。課題ごとに関係機関関係団体との協議や
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連携を図り、介護予防医療介護の切れ目のない一体的な取組を推進してまいります。つ

ぎに、ひきこもり支援については引き続き実態把握を進め、また、当事者や家族に寄り

添った切れ目のない支援が効果的に実施できるよう、支援機関などの連携をより一層強

化します。さらに、その連携や伴走支援がほかの福祉分野や多様で複合的な課題があり

ながら支援の届かない方々への対応にもいかせる体制づくりに努めてまいります。つづ

いて大項目３、少子化対策こども政策の抜本強化、地域総がかりの子育ち子育て環境づ

くり、子ども条例の具現化について申し上げます。まず、子どもや子育て環境の総合相

談窓口である子どもまるごと相談室は、令和６年度より改正児童福祉法にも対応したこ

ども家庭センターとして位置づけ、従来以上に全ての子ども妊産婦子育て世帯に対する

包括的な支援窓口として、新たな事業を取り入れ体制の充実に努めてまいります。つぎ

に不妊治療推進事業についてはこれまで実施してまいりました治療費の助成に加え、そ

の治療に伴う交通費についても助成することにより更なる経済的負担の軽減を図り支援

の充実を図ってまいります。妊娠期の支援としましては地元の野菜や米などの食材を提

供し妊娠期からのバランスのとれた食生活習慣の確立、町内産食材の利用促進による地

産地消や食育の推進などを目的としたマタニティベジボックス事業を実施いたします。

また、出産後の子育て支援としましては、１歳までのお子さんを養育しておられる御家

庭に対し定期的におむつなどの育児用品を提供することで、保護者の経済的負担の軽減

を図るだけでなく、出産後の対面での訪問や相談などにより早期に必要な支援へつなげ

ることを目的としたおむつ等定期便事業を実施いたします。病児病後児保育事業につい

ては利用料を減額することにより、子育て家庭の経済的精神的な負担軽減とともに就労

との両立支援を図ってまいります。つぎに放課後児童クラブについては以前より職員確

保が困難となっていたところですが、防災対策児童の安全確保など更に重要な役割が求

められておりますので、処遇改善のほか児童への支援に専念できる環境を整え職員の資

質向上や人材確保を図ってまいります。また放課後児童クラブでは改正児童福祉法に基

づく安全計画を令和５年度中に策定し、これに基づく計画的な安全対策に係る研修会も

開催してまいります。つぎに子ども医療費については、無償化の対象年齢を高校生相当

の１８歳までに拡充し実施してまいります。つぎにおおなん子どもチャレンジ事業につ

いては、令和５年度は中学生以上を対象とし高校生を中心とした３チームがエントリー

され、それぞれ主体的に活動を実施されました。令和６年度はより多くの子どもたちが

チャレンジしてくれることを期待をしているところです。以上の取組に加え、こども基

本法に基づき従来の関係諸計画を一本化したこども計画を令和６年度に策定いたしま

す。この策定作業を通じ、邑南町子ども条例の理念も踏まえた子ども施策の総合的な推

進を図ってまいります。つづいて大項目４、人材確保と町内産業の活力増進について申

し上げます。まず邑南町企業魅力化サポート事業については深刻化する町内企業の人材
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不足への対応として、島根県、企業、関係機関からなる邑南町進出企業人材確保対策会

議を主体に企業の人材確保と定着に関する取組を実施いたします。つぎに産業支援課が

所管する地域おこし協力隊については、令和６年度は１９名を任用する予定です。町内

の様々な課題解決と人材確保を進めてまいります。つぎに邑南町企業魅力化サポート事

業については、第２期人材確保実施計画に基づき町内企業の人材不足への対応を実施い

たします。高校キャリア教育や大学キャリアセンターとの連携を深め、インターンシッ

プ、保護者教職員向けバスツアーなど積極的に実施し、若年層の人材確保を進めてまい

ります。つぎに特定地域づくり事業については、令和３年に設立されたおおなん地域づ

くり事業組合が協同で人材を雇用し、地域の事業者に派遣する労働者派遣事業を行って

おります。町としても国や島根県と連携しながら、地域の担い手となる人材の確保と事

業推進を引き続き支援してまいります。つぎに道の駅瑞穂再整備事業について官民連携

のもと、関係機関及び町民の皆様の御協力をいただきこの度新名称を道の駅邑南の里に

決定をいたしました。令和６年度は融雪設備整備工事の継続実施、本体建築等工事の着

手など本格実施となります。これらの工事に加え外構工事、家具備品整備などを実施

し、令和６年度末の完成に向かって着実に事業を進めてまいります。指定管理予定者と

ともに施設機能及び維持管理や運営手法についての協議を深め、新たな道の駅へと円滑

に移行していきます。また令和６年度において指定管理者やテナントとして加わる飲食

事業者を決定するとともに、道の駅瑞穂再整備事業施設管理運営計画に基づき開業に向

けた具体的な準備を計画的に進めます。農産物直売所については、引き続き各種事業を

設け出荷者や商品の確保を進めます。令和７年夏のグランドオープンを目指してまいり

ます。つぎに農産物直売所の支援については、雲井の里を持続可能な魅力ある農産物直

売所にすべく募集していた農産物直売所支援マネージャーが、令和６年３月から着任し

令和６年度から本格的に取組が開始されます。地域の課題となっている農産物の生産や

集荷などを担う人材を育成してまいります。つぎに有機農業など環境に優しい農業の振

興と持続可能な農業生産の展開については、みどりの食料システム戦略緊急対策交付金

を活用し、有機農業産地づくり推進緊急対策事業において実証ほ場での取組を参考に作

成した栽培マニュアルをもとに、農業者向け研修会を開催してまいります。また邑南町

農林総合事業において、国の補助対象にならない有機ＪＡＳ認証経費補助を新規に行い

ます、消費面においては、引き続き学校給食への有機米利用支援を継続するとともにア

ンケート結果なども踏まえた講座などを計画しています。市場調査も予定しており引き

続き島根大学やＪＡ、島根県とも連携し生産面消費面から有機農業の取組を拡大してま

いります。地産地消推進事業において関係課、関係分野連携のもと体制の構築を引き続

き進めます。また農林総合事業などにより町内の農産物直売所や出荷農業者を支援する

とともに、当初予算の債務負担行為に計上しております地産地消調理人の任用について
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は令和６年度から募集を開始いたします。薪などの木質バイオマス燃料の供給利用体制

の整備も進めてまいります。スマート農業導入モデル実証事業費は、農作業の負担を軽

減するため草刈り作業の受託を行う事業者等に対するラジコン草刈り機の導入を実証事

業として支援します。また農作業における脱炭素や燃料コスト削減、作業負担の軽減に

資することを目的とした電動農機具普及促進事業費により農業者の電動農機具購入への

補助を行ってまいります。つぎに、神紅など園芸作物の産地化については令和６年度は

６０アールの整備を予定しております。また令和６年度のおーなんアグサポ隊は新たに

３名を受け入れる予定で、合計１２名で就農モデルを実施してまいります。なお研修を

終了した神紅の生産者は７名となります。つぎに林業担い手育成・確保支援事業費につ

いては、一般社団法人おおなん木の学校において活動するおーなん木好き隊に係る事業

で、令和６年年度は活動１年目１名２年目１名の計２名を任用する予定です。隊員は、

林業木材産業の振興と地域の活性化に関わる活動を実施するとともに就業のための知識

や技術を習得します。邑南町森林環境保全対策基金活用事業は基金を活用し、森林資源

を活用した地域課題の解決と人材育成を進めてまいります。森林経営管理制度に基づく

事業を実施するとともに、各種補助金等を通じ町内の森林の適正な維持管理を進めてま

いります。木質バイオマス供給施設整備事業費は、未利用材や道路の支障木を薪ボイラ

ーや薪ストーブなどの燃料として活用するため、その供給施設の整備を支援してまいり

ます。いわみ温泉活用施設薪ボイラー設置事業費は、いわみ温泉霧の湯に薪ボイラーを

整備し、木質バイオマスも施設のボイラー燃料として利用できるようにしコスト削減な

どを進めてまいります。つぎにおおなんきらりエネルギー株式会社が行う事業推進につ

きましては、令和５年度には公共施設５件。事業所１件。一般住宅３件に対してＰＰＡ

を活用した電力供給を開始しております。太陽光発電設備の無償設置に対する問合せも

多数あり、今後ＰＰＡによる電力供給件数の増加が見込まれると確認しております。ま

た電力小売事業では、３月より高圧電力の公共施設２施設に取次店として電力供給を開

始しております。こちらも確保できる電力量に基づき順次供給件数を拡大していくこと

を確認しております。そして令和５年度はおよそ１４０万円程度の電気使用料を町外流

出から町内消費に呼び込む経済効果を生み出し、二酸化炭素の排出削減もおよそ２５ト

ンＣＯ２削減に貢献していると確認をしております。つぎに脱炭素先行地域づくり事業

の取組につきましては、環境省の支援をいただきながら本町の環境と経済を両立させる

まちづくりの一環として取り組んでいるものです。令和５年度は公共施設や設置希望さ

れる民間事業所、民間住宅に対しＰＰＡによる太陽光発電設備の無償設置や小型風力発

電設備の整備などを進め、エネルギーの地産地消による需要家に対する電力料金の削減

と、これまで町外流出していた電力料金が町内経済循環としていく仕組みができはじめ

ております。またいわみ温泉霧の湯への薪ボイラー導入に向けての実施設計業務や、道
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の駅瑞穂再整備に伴う地中熱を活用した融雪設備導入に着手するなど、電力以外の再生

可能エネルギーを活用したエネルギーの地産地消も進んでおります。一方で、中野公民

館多目的ホールのＬＥＤ照明への更新といった省エネ化や、電気自動車の充電設備の整

備による再生可能エネルギー由来の電力の有効活用に向けたハード整備にも着手いたし

ました。今後これらの事業を更に進めていくことで、エネルギーの地産地消による町内

経済循環の裾野拡大に努めてまいります。つぎに現在休業しているいわみ温泉霧の湯な

どと香木の森公園施設につきましては、令和７年４月から一体での指定管理とするた

め、今年度公募により指定管理者の指定手続を行います。住民福祉の向上や地域の活性

化などの設置目的を果たし、町民に親しまれる施設を目指し計画的に準備を進めてまい

ります。また令和５年度に実施したガバメントクラウドファンディング実績に基づき、

ＮＰＯ法人江の川鐵道によるトンネル内映像コンテンツ制作時業が行われます。三江線

鉄道公園の新たな活用による地域の活性化を期待しているところです。邑南町観光戦略

については、邑南町観光戦略推薦委員会を推進母体に関係者と協議をしながら進めてま

いります。関係人口の拡大については邑南町観光協会を関係案内所として取り組むとと

もに、観光支援マネージャーを任用し進めてまいります。つぎに地域一体となった観光

客関係人口の増大については、邑南町観光協会による面的ＤＸ（ディーエックス）のシ

ステム運用を通し、事業者間の連携を強化し町内の周遊性を高め滞在時間の延長や消費

額増加につなげてまいります。つぎに食を起点とした関連産業活性化についてはこれま

で培ってきた食をテーマとした町づくりを、引き続き地産地消を充実しながら進めてま

いります。邑南町商工会運営助成事業については異業種交流に対する助成を行ってまい

ります。地域の資源を活用したメニュー開発や新規事業の創出に向けた取組を進め、開

発支援などについては地域商業など支援事業費で支援してまいります。ＪＡの肥育セン

ターについては令和６年度から民間の事業者が事業承継されます。畜産クラスター事業

に美郷町川本町とともに加わり、石見和牛肉生産流通システムの実証などを行ってまい

ります。また邑南町農林総合事業では、肥育センターの管内繁殖農家からの子牛の購入

を後押しする助成事業を実施してまいります。つぎに農業生産者の講話や生産から消費

まで食育を通じた体験学習の実践につきましては、農業の楽しさややりがいを積極的に

アピールするとともに農業の可能性や将来性を町民みんなで共有し、担い手の確保や産

地の理解促進につなげることを趣旨として邑南町農業振興大会を令和６年１０月に開催

します。町内の農業者の皆さんにも運営委員会に参加いただき準備を進めてまいりま

す。つづいて大項目５。行財政改革の着実な実行について申し上げます。まず公共施設

等総合管理計画については、令和５年度に改定した計画にのっとり施設ごとの機能や利

用実態を充分考慮し、類似重複した機能の統廃合及び施設の多機能化複合化などを基本

として、全町的かつ広域的な視点をもって将来の人口や年齢構成使用頻度などに見合っ
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た効率的効果的な在り方を検討してまいります。着実な推進及び町有財産などの管理な

どを総合的に進めていくため資産経営課を新設し、公共施設の延床面積削減などを進め

てまいります。つぎに内部統制については令和５年度の評価報告書の作成に向けた内部

評価を進めるとともに、令和６年度も職員研修を重ねながら町民から信頼される質の高

い行政サービスを継続的かつ安定的に提供していくため、引き続き全体で取り組んでま

いります。つぎに行財政改善については、第２次邑南町行財政改善計画案を作成いたし

ました。議会や住民の皆様の御理解御協力のもと早期に策定し、基本方針に沿った重点

項目、具体的な取組事項を進めてまいります。つぎに町の重要計画の更新については、

邑南町の重要計画の一つである邑南町まち・ひと・しごと創生総合戦略２０２０が令和

６年度末で終了し、更に邑南町第２次総合振興計画並びに邑南町過疎地域持続的発展計

画が令和７年度末で終了いたします。令和６年度において、邑南町まち・ひと・しごと

創生総合戦略２０２０を国のデジタル田園都市国家構想総合戦略を踏まえながら改定を

行うとともに、第３次邑南町総合振興計画、令和８年度から令和１７年度の計画及び過

疎地域持続的発展計画、これは令和８年度から令和１２年度の計画の策定に向けた取組

を始めます。まずは幅広い世代の意見を取り入れた計画とするため、ワークショップや

アンケート調査を行うなどより多くの方の意見を集め、各計画の策定のための基礎デー

タの収集を行ってまいります。最後にその他の方針について申し上げます。デジタル技

術を活用した経営改革、いわゆるデジタルトランスフォーメーションについては、シス

テム標準化への対応やガバメントクラウド利用などについて引き続き、邑智郡総合事務

組合や川本美郷両町とともに情報交換を行いながら、令和７年度末までの移行に向けて

進めてまいります。本町単独で行うデジタルトランスフォーメーションの対応としまし

ては、令和６年度も引き続きデジタル人材の活用を進めてまいります。令和５年度に行

いました地方創生人材支援制度による民間のデジタル専門人材である、ＤＸ（ディーエ

ックス）推進アドバイザーとともに職員の人材育成を推進してまいります。また令和５

年度に採用を決定した地域おこし協力隊員１名が、令和６年度からＩＣＴ教育などのＧ

ＩＧＡ（ギガ）スクール対応のため学校での支援を行ってまいります。そのほかにも現

在職員で構成したプロジェクトチームで検討しております、ノーコードツールの活用、

役場業務のペーパーレス化、窓口業務の改善について可能なものから実施してまいりま

す。また、生成ＡＩ（エーアイ）について行政サービス事務効率化等の観点から積極的

な活用を目指し、指針の策定を検討することとしております。いずれにしましても行政

事務の変革を進め限りある職員の余力を確保し、予測不可能な社会で町民に寄り添える

体制とするため必要な施策を行ってまいります。つぎに国民健康保険事業につきまして

は令和６年度において被保険者が減少している中で、県全体の医療費推計の増加により

県へ納める納付金が微増となっております。７月の本算定に向けて税率の見直しを検討
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したいと考えておりますが、令和６年度の当初予算では令和５年度と同じ税率で税収を

見込み予算編成を行っております。つぎに国保直営診療所事業につきましては、阿須那

診療所ほか３診療所においては、引き続きかかりつけ医として地域に密着した医療を担

ってまいります。つぎに建設関係の事業について申し上げます。はじめに島根県の事業

について申し上げます。国県道整備事業は令和５年度に新規事業として着工していただ

きました、主要地方道浜田作木線の矢上地内の荻原工区では引き続き測量設計を進めら

れる予定です。また国道２６１号臼谷工区、主要地方道甲田作木線西之原工区、主要地

方道浜田作木線高見工区、仁摩邑南線荻原工区、田所国府線市木工区については継続し

て実施していただく予定です。河川改修事業は、出羽川の三日市工区と吉時工区を継続

して実施していただく予定です。また砂防事業の横田川、急傾斜地崩壊防止事業の中組

地区、田所下地区、田本地区についてもそれぞれ継続して実施していただく予定です。

農業農村整備事業は、県央第２期地区の地すべり防止施設長寿命化対策事業に新規事業

として着手していただく予定です。また、井原西地区のほ場整備事業、中南地区や新堤

地区のため池整備事業、和田地区農道整備事業や農道邑南線の修繕事業については、継

続して実施していただく予定です。治山事業は、布施地区を新規事業として着手してい

ただく予定です。また、明泉谷地区福原地区を継続して実施していただく予定です。こ

のうち明泉谷地区については事業完了となる予定と伺っております。林道事業は三坂小

林線、岩屋徳前線、皆井田円の板線を継続して実施していただく予定です。つづいて町

の事業について申し上げます。町道整備事業はのり面対策及び落石対策としまして町道

日南川上田線の災害防除事業、町道伴蔵線ののり面対策事業を通学路安全対策として、

石見中学校付近にある石見中央線歩道整備をそれぞれ継続して実施していただく予定で

す。改良事業としまして高見宇都井線、片田善教寺原線、簾金比羅線の３路線を継続し

て実施する予定です。農村整備事業はほ場整備事業としまして、小原迫地区の継続と矢

広原地区を新規に実施する予定です。住宅整備事業は、日貫地区に若者定住住宅を１戸

建設する予定です。つぎに上下水道事業について申し上げます。上下水道事業について

は、邑南町水道ビジョンに基づき、安全な水道、強靱な水道、水道サービスの持続の実

現を目指し、老朽化した主要管路の更新や耐震化、経営コストの改善、有収率の向上な

どを計画的に実施してまいります。主要管路の更新耐震化として、市木地区、布施地

区、日和地区を計画しております。下水道事業は、地方公営企業法を適用することとし

地方公営企業会計に移行します。経営状況のより適格な把握、健全化、透明化に努め、

広域化や施設統合の検討を進め安定した下水道事業経営を目指してまいります。以上、

当面の町政運営に臨む私の基本的な考え方と主要な施策について申し上げましたが、町

民との対話を基本とし行政課題に適格に対処するべく全精力を傾注してまいる所存でご

ざいます。何とぞ議員各位と町民の皆様の率直な御意見と御指導を賜りますようお願い
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を申し上げます。なお、本定例会に提案いたします議案などは、人案１件、条例案２４

件、補正予算案６件、当初予算案７件、その他の案件１９件、合わせて５７件としてお

ります。何とぞ慎重に御審議の上適切な議決を賜りますようお願いを申し上げます。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、町長施政方針は終了いたしました。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第６ ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第６教育方針を議題といたします。これより教育長

に、教育方針を述べていただきます。

○大橋教育長（大橋覚） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、大橋教育長。

○大橋教育長（大橋覚） 令和６年３月定例議会に当たり令和６年度邑南町教育行政

の方針と主な施策についてお示しし、皆様方の御理解と御支援を賜りたいと思います。

現代社会では、コロナ禍や社会構造の変化など町民が抱える困難が多様化複雑化する中

で邑南町の教育の創造を考えたとき、今必要なことは学校教育及び社会教育を通して、

町民一人一人の自己肯定感自己実現などの獲得的な要素と人とのつながりや協調的な要

素とのバランスを取り入れながら、調和と協調に基づくウェルビーイング。これは身体

的精神的社会的によい状態にあること。短期的に幸せのみならず、生きがいや人生の意

義などの将来にわたる持続的な幸せを含む概念のこと。を向上させることにあると考え

ています。そしてそのことをより確固たるものにしていくために、生命の安全・安心を

誰もが感じられるように危機管理、リスクマネージメントを徹底していくことが重要な

課題であると認識し、次に述べる教育委員会の所管する主な施策を展開してまいりたい

と考えています。これから教育委員会の所管する主な施策について、学校教育、生涯学

習、施設の改修等の三つの視点から述べます。一つ目に学校教育についてです。はじめ

に多様性教育の推進についてです。それぞれの違いを認めその違いを豊かに変えるとと

もに差別を許さない教育にもつなげるため教職員研修を実施し、多様性教育の充実を図

りたいと考えています。いじめについては、早期発見やその積極的な認知によって迅速

にかつ組織的に取り組まなければなりません。平素からいじめ防止対策推進法をはじめ

いじめ防止等のための基本的な方針、いじめ重大事態の調査に関するガイドラインに沿
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った対応スキルを教職員研修等を通して向上させていく必要があります。また各学校の

基本方針の内容を保護者とも共有し、学校と家庭の協働で解決に当たる体制づくりが急

務です。学校と双方向で連携しながら迅速に対応できるよう体制強化に努めたいと考え

ています。つぎに、様々な課題を抱える子どもたちへの支援についてです。学校には学

校に行きづらい子ども、学びづらさがある子ども、家庭での問題を抱えている子どもな

ど様々な課題を抱えている子どもたちがいます。学校と情報の共有を図りながら関係機

関との連携のもと、個々にふさわしい学びの在り方を探り支援していきます。また、学

校に行きづらい子どもの居場所づくりについて調査研究のための先進地視察、関係機関

との協議のほか町民の皆様及び専門家等の意見もいただきながら、現在設置しておりま

す教育支援センターの在り方も含め、邑南町の現状に即した場づくりを検討していきた

いと考えています。また、通常学級に在籍する学びづらさのある子どもを支援するため

支援員の配置を充実します。邑南町は現在支援を必要とする児童生徒保護者に対して、

教育、福祉、保健、医療、労働等の関係機関が連携して対応しております。障がいのあ

るなしに関わらず全ての子どもができる限り共に学ぶことやそれぞれの学齢に応じた教

育を提供できるよう、一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導支援を行いながら子

どもの願いに応じた自立や社会参加を目指しています。つぎに、主体的対話的で深い学

びを実現するための授業改革についてです。自分の考えと違う意見も大切にし、考えを

伝え合い聞き合いよりよい考えを協働して見つけ出すような学習を実現するため、引き

続き学び合い学習を推進します。授業に小グループ等を取り入れた協働的な学びや他者

とのコミュニケーションによる学びを実施することで、学力向上や人間関係形成力を醸

成しながら人間関係づくりにもつなげてまいりたいと考えています。つぎに、学校部活

動の地域連携や地域クラブ活動への移行についてです。国が令和５年度から７年度を改

革推進期間と位置づけ、公立中学校の休日の部活動を段階的に地域連携・地域移行する

ためのガイドラインを示しました。また、県からは２０３０年に開催される国民スポー

ツ大会に向け、競技力向上と部活動の地域移行を両立して進めていくことが示されまし

た。未来につながるような地域文化の継承としての部活動の在り方を具体的に検討して

いきたいと考えています。そのために、現在モデル的に試行しております事例について

引き続き地域の方の協力を得ながら、本格的に移行した場合の問題点等を解決するため

の研究を続けていき、よりよい形で実施に向かいたいと考えています。つぎに、コミュ

ニティ・スクールの導入及び地域とともにある学校づくりについてです。昨年度プロジ

ェクトチームを設置してコミュニティ・スクール設置の根拠法令の学習会や、地域学校

保護者が各地域で共有をしています地域で育てたい子ども像を今一度共有をいたしまし

た。このことは授業を進めていく上でとても大切な土壌となることを理解していただけ

るよう、今後も地域に向けてその情報発信に努めて参りたいと考えています。また、小
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中学校の９年間を通して地域との関わりを意図的に設定しふるさと教育の充実を図るこ

とで、学校とともに持続可能な地域づくりの担い手の育成につなげていきたいと考えて

います。そのため地域の実情に応じてではありますが基本的にはコミュニティ・スクー

ルの設置範囲を中学校区とし、その設置に向けた関係機関と協議を進めていきます。つ

ぎに、ＩＣＴの利活用についてです。学習においてはタブレット端末等の積極的な活用

により情報活用能力の育成とともに、情報処理能力を育成します。これまでの紙でのド

リル学習に替え、繰り返し練習できる端末でのドリル学習にすることを保護者の理解を

得て進めていきたいと考えています。授業においてもタブレット端末を有効活用しなが

ら個別最適な学びの追求、また、協働的な学びを進めることができるよう町教研ＩＣＴ

推進部会と連携しながら授業の改善を図っていきます。またインターネットを活用し、

町内外の様々な人との交流活動も実施できるよう支援していきたいと考えています。学

校校務においては、３市３町で共同導入をしました統合型校務支援システムが令和６年

度より本格稼働となります。これに併せ、現在の事務処理の見直しを行い学校事務の負

担軽減を図ります。また、学校と家庭の連携アプリを活用し欠席遅刻などの連絡や配布

物のデジタル化を推進するとともに、保護者への情報提供を積極的に行っていきます。

これらのＩＣＴ化推進のため教育委員会へＩＣＴ支援員を配置し、学校へのサポートを

行います。教員の負担を軽減し、児童生徒と向き合う時間を確保することが教員の教育

に対する情熱や教職の魅力を持続させることと考えています。つぎに、ふるさと学習・

キャリア学習についてです。ふるさとを素材にした邑南町ならではのダイナミックな体

験活動を通して邑南町で育つ素晴らしさを学び誇りを持ち、地域において子どもたち一

人一人が持続可能な社会の創り手としてその多様性を原動力とし、質的な豊かさを伴っ

た個人と社会の成長につながる新たな価値を生み出していくことを期待し、学校家庭地

域協働のもと取り組んでいきます。学校でのふるさと教育に地域住民が参加したり児童

生徒が地域の活動に主体的に取り組むなどキャリア教育とも関連づけながら、学校家庭

地域が一体となったふるさと教育を推進していきます。学校教育で行われているふるさ

と教育と公民館を中心に社会教育で行われているふるさと学習の内容の点検を実施し、

より効果的なふるさと教育の実施を考えています。そして最後に、情報活用教育や読解

力育成の推進についてです。将来多くの仕事が人工知能ＡＩによって奪われる可能性が

あると言われている一方で、人工知能ＡＩが不得意と言われている力があります。それ

は読解力です。読解力を測るため邑南町では現在対象学年を変えながら、教科書の記述

などをもとにして開発された読解力テストを実施をしております。その結果と全国学習

状況調査いわゆる全国学力テストの結果との相関を分析したところ、読解力の結果と全

国学力テストの結果には相関関係があるとの結果を得ています。令和６年度はこれら分

析の結果をより確実にしていくため、全国学力テストの対象学年である中学校３年生を
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対象に読解力テストを実施したいと考えています。この結果を受け、教科書の記述を充

分に理解できない子どもたちがいるという前提に立ち日々の授業の改善を図ります。ま

た、読解力と関係の深い語彙数を増やすため小学校低学年から辞書に親しむ学習を継続

していきます。また、情報の収集から考えをまとめ表現する情報活用能力をあらゆる教

科学習を通して小中一環して高めていけるような取組を進めます。学習の成果の一つと

して引き続き調べる学習展、併せて教員に対しては情報活用教育講座の受講を段階的に

進めるよう計画しようと考えています。二つ目に生涯学習関係について述べます。はじ

めに社会教育の推進についてです。社会教育の推進に当たり最も中心的な役割を果たす

場は公民館です。公民館は地域住民と行政の協働づくりの場として、邑南町を持続可能

な町にしていくための原動力になる存在です。しかし、地域において少子高齢化や人口

減少による担い手不足など様々な課題が生じる中、公民館活動へ関わる人が固定化して

いる現状もあります。この現状を打開するため公民館を拠点にいろいろな得意をお持ち

の方につながっていただき、その広がりから新たなゆるやかな関係性を築き、連携協力

しながら生まれる学習・実践活動から繰り返される学びのサイクルを構築していきま

す。また、地域課題解決等に向け自発的継続的に取り組む人づくりを促進し、住民参加

の地域づくりに寄与していきます。その上で改めて公民館活動を含めた社会教育全般の

幅広さや楽しさを多くの人に知ってもらい、つながってもらうことで新たな関係性が生

まれ、このことが持続可能な地域づくりの推進力となることを期待し事業を進めていき

たいと考えています。つぎに共生社会の実現についてです。邑南町は、共生社会のホス

トタウンとして国の指定を受け様々な取組を進めてまいりました。邑南町共生社会推進

アドバイザーである、ゴールボール元日本代表の浦田理恵さんにアドバイスをいただき

ながら、障がい及び障がい者理解をはじめお互いを尊重し多様性を認め合う学習の充実

を図り、共生社会の実現に向け、人にやさしいまちへさらに進めていきたいと考えてい

ます。日本で唯一北欧学科を有する東海大学との交流によりフィンランド共和国を中心

とした北欧の教育福祉の学びを深め、邑南町のひとにやさしいまちづくりのデザインの

要素にいかしていきたいと考えています。つぎに社会体育の推進についてです。町民の

方の健康づくりの一環として、モルック等の生涯スポーツやフィンランド協会によるノ

ルディックウォーキングの普及活動を支援していきたいと考えています。スポーツ活動

を通じた共生社会の実現を目指し、障がいの有無にかかわらず誰もが取り組むことので

きる競技の普及に努めるとともに、障がい及び障がい者理解の一環として学校や地域で

のボッチャ、ゴールボール等障がい者スポーツ体験活動にも取り組むよう計画していく

予定です。また、２０３０年に島根県で開催される第８４回国民スポーツ大会の中央競

技団体正規視察が行われます。いわみスタジアム、瑞穂球場の会場施設への指示等を受

け、国民スポーツ大会に向けての組織作りや会場の改修計画策定など準備を進めるとと
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もに、住民の気運醸成を図ります。また、中学校の部活動における段階的な地域連携や

地域クラブ活動への移行については、運営体制や指導者確保のための具体的な方策を検

討し指導者養成を含め、地域の方に研修会等を開催するとともに、各種団体が開催する

研修等の情報発信にも努めてまいりたいと考えています。つぎに図書館についてです。

令和６年度は、第４次邑南町子ども読書活動推進計画の改定の年になります。新たに２

０１９年に読書バリアフリー法が制定されたことを受け、様々な立場の人が利用できる

施設の在り方を考えていく必要があります。バリアフリー図書や読書をサポートする技

術や道具についても考えていきます。つぎに文化財関係についてです。令和３年１０月

に久喜銀山遺跡が国史跡へ指定されたことを受け、今後の史跡等の在り方について保存

活用計画を策定し、令和６年度中の国の認定を目指します。さらに久喜銀山遺跡の歴史

的価値として、子どもたちを含めた町民の方への理解を深めていくための働きかけを史

跡活用の方向性と方法に基づき進めたいと考えています。また、瑞穂ハンザケ自然館に

ついて様々な年代の方々の生涯を通じた学びを推し進める教育活動の場として捉え、学

校教育とも連携するほか地域の自然活動の情報発信及び体験活動の実施を考えていま

す。つぎに食育推進についてです。今後は第４次食育推進計画に基づき食育の推進を目

指し食文化の伝承や地産地消の推進の取組を行うとともに、農業体験を通じた食の大切

さの理解を育む体験活動を実施するよう考えています。また、食育と地産地消について

関係機関等の対話の場を設け、その方向性等見いだしていくための具体的な行動を考え

ていきます。つぎに学校給食についてです。学校給食については食材費や燃料費の高騰

が続いていますが、そのような中でも地元生産者と連携し食材の確保に努めるなど今ま

で通り安心安全で栄養バランスがとれた給食の提供ができるよう、また郷土料理を含め

た邑南町ならではの学校給食の提供ができるよう研究に努めていきたいと考えていま

す。三つ目に、改修修繕関係について述べます。はじめに学校施設関係についてです。

石見中学校の建設について令和６年５月末の完成予定としており、２学期より新校舎で

授業が開始されます。校舎完成に伴い旧校舎の取壊しや校庭工事が開始されます。この

作業により近隣の皆様には御迷惑をおかけすることが予想されますが、御理解と御協力

をお願い申し上げます。小中学校の各教室照明や屋内運動場のＬＥＤ化について、年次

計画を立て改修を行う予定です。また、学校のトイレ洋式化工事の実施を計画していま

す。工事の完成により、町内小中学校の洋式化率は約７０％となります。さらに児童生

徒の安全確保のため、各学校へ防犯カメラ等の設置を順次進めていきます。また地域の

皆さんと各学校の安全教育の取組を共有し、地域と一体となった学校安全の強化に努め

ていきたいと考えています。そして最後に、生涯学習施設関係です。井原公民館の再整

備について、令和６年度に策定される基本構想により関係機関との協議調整を行いより

具体的な計画の策定へと進めていきます。今後も、引き続き井原公民館再整備検討委員
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の皆さんや関係者とのコミュニケーションを密にとりながら、計画を進めていきたいと

考えています。また社会教育施設等の照明設備のＬＥＤ化工事を進め、省エネルギーに

よる脱炭素社会への移行を推進していきたいと考えています。以上、令和６年度教育行

政の概要及び教育委員会が所管します主な施策について申し上げました。今後とも、議

員の皆様をはじめ町民の皆様方の御理解を御支援をいただきますようお願いいたしま

す。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、教育方針は終了いたしました。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第７ 諮問第１号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第７諮問第１号人権擁護委員候補者の推薦についてを

議題といたします。提出者からの説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 諮問第１号人権擁護委員候補者の推薦について意見を求め

ることについてでございますが、最近の人権擁護行政を取り巻く諸情勢は、幼児児童に

対する虐待やいじめ体罰など子どもに関する問題、高齢者や障がいのある方に関する問

題、あるいは夫婦間、親子間の問題など多岐にわたり複雑化しております。こうした地

域社会の中にあって人権擁護委員はこれらの諸問題に理解を持って取り組み、気軽に相

談に応じ、その解決に熱意を有する候補者を法務大臣に対し推薦するために議会に意見

を求めるものでございます。諮問第１号において推薦につき意見を求めようとする高橋

雄二（たかはし ゆうじ）氏につきましては、平成３０年７月１日から人権擁護委員と

して御活躍いただいております。この度令和６年６月３０日に任期満了を迎えられるに

当たり、引き続きその手腕を発揮していただきたいと思っておりますのでよろしくお願

いいたします。

●石橋議長（石橋純二） 以上で提出者からの説明は終了いたしました。これより質

疑を行います。質疑はありませんか。



- 29 -

（「ありません」の声あり）

●石橋議長（石橋純二） 無いようですので質疑を終わります。お諮りをいたしま

す。諮問第１号人権擁護委員候補者の推薦については、原案に御異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

●石橋議長（石橋純二） 異議なしと認めます。したがって、諮問第１号人権擁護委

員候補者の推薦については、原案に異議のないものと答申することに決定しました。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第８ 議案第７号 ）、（ 日程第９ 議案第８号 ）

（ 日程第10 議案第９号 ）、（ 日程第11 議案第10号 ）

（ 日程第12 議案第11号 ）、（ 日程第13 議案第12号 ）

（ 日程第14 議案第13号 ）、（ 日程第15 議案第14号 ）

（ 日程第16 議案第15号 ）、（ 日程第17 議案第16号 ）

（ 日程第18 議案第17号 ）、（ 日程第19 議案第18号 ）

（ 日程第20 議案第19号 ）、（ 日程第21 議案第20号 ）

（ 日程第22 議案第21号 ）、（ 日程第23 議案第22号 ）

（ 日程第24 議案第23号 ）、（ 日程第25 議案第24号 ）

（ 日程第26 議案第25号 ）、（ 日程第27 議案第26号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第８議案第７号邑南町課設置条例の一部改正について

から、日程第２７議案第２６号邑南町議会議員及び邑南町長の選挙における選挙運動の

公営に関する条例の一部改正についてまでを、一括議題といたします。提出者からの提

案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第７号から議案第２６号までの提案理由を御説明申し

上げます。議案第７号から議案第２６号は条例の一部改正について議会の議決を求める

ものでございます。まず、議案第７号邑南町課設置条例の一部改正についてでございま
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すが、これは下水道事業の公営企業化に伴う改正でございます。つぎに、議案第８号邑

南町職員定数条例の一部改正についてでございますが、これは下水道事業の公営企業化

に伴う改正でございます。つぎに、議案第９号邑南町職員の特殊勤務手当に関する条例

の一部改正についてでございますが、これは下水道事業の公営企業化に伴う改正でござ

います。つぎに、議案第１０号邑南町特別会計条例の一部改正についてでございます

が、これは下水道事業の公営企業化に伴う改正でございます。つぎに、議案第１１号邑

南町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正についてでございま

すが、これは地方自治法の一部改正に伴う改正でございます。つぎに、議案第１２号邑

南町職員の育児休業などに関する条例の一部改正についてでございますが、これは地方

自治法の一部改正に伴う改正でございます。つぎに、議案第１３号邑南町表彰条例の一

部改正についてでございますが、これは表彰基準の見直しに伴う改正でございます。つ

ぎに、議案第１４号邑南町消防団員等公務災害補償条例一部改正についてでございます

が、これは非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴う改正

でございます。つぎに、議案第１５号邑南町町営バス条例の一部改正についてでござい

ますが、これは新路線瑞穂矢上線の追加に伴う改正でございます。つぎに、議案第１６

号邑南町高齢者創作活動施設条例の一部改正についてでございますが、これは知恵工房

の用途廃止に伴う改正でございます。つぎに、議案第１７号邑南町特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業並びに特定子ども子育て支援施設等の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正についてでございますが、これは国の基準の改正に伴う改正でござい

ます。つぎに、議案第１８号邑南町家庭的保育事業等の設備お余に運営に関する基準を

定める条例の一部改正についてでございますが、これは主務大臣の変更に伴う改正でご

ざいます。つぎに、議案第１９号邑南町町営住宅管理条例の一部改正についてでござい

ますが、これは町営住宅の新設・用途廃止に伴う改正でございます。つぎに、議案第２

０号邑南町若者定住促進住宅管理条例の一部改正についてでございますが、これは入居

条件の見直し及び住宅の追加に伴う改正でございます。つぎに、議案第２１号邑南町堆

肥化処理施設条例の一部改正についてでございますが、これは予備調整施設の用途廃止

に伴う改正でございます。つぎに、議案第２２号邑南町奨学基金条例の一部改正につい

てでございますが、これは貸与条件及び奨学金の見直しに伴う改正でございます。つぎ

に、議案第２３号邑南町水道事業給水条例の一部改正についてでございますが、これは

主務大臣の変更に伴う改正でございます。つぎに、議案第２４号邑南町水道布設工事等

に関する基準を定める条例の一部改正についてでございますが、これは主務大臣の変更

に伴う改正でございます。つぎに、議案第２５号邑南町下水道条例の一部改正について

でございますが、これは下水道法施行令の一部改正に伴う改正でございます。つぎに、

議案第２６号邑南町議会議員及び邑南町長の選挙に関する選挙運動の公営に関する条例
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の一部改正についてでございますが、これは公職選挙法施行令の一部改正に伴う改正で

ございます。以上、詳細につきましてはそれぞれ担当課長から説明をさせますので、よ

ろしくお願いします。

○大賀課長（大賀定） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、大賀総務課長。

○大賀総務課長（大賀定） 議案第７号邑南町課設置条例の一部改正について説明い

たします。この度の改正は、公共施設等総合管理計画の着実な推進及び町有財産等の管

理などを総合的に進めていくための組織機構の見直しと、下水道事業の公営企業化に伴

う改正をするものでございます。新旧対照表第１条の設置で、改正後案の総務課の次に

資産経営課を新設し現行の水道課を削除します。第２条の事務分掌で、総務課は現行の

第１９号庁舎管理及びまでを削除し、改正後案の第１９号庁中取締に関することに改

め、改正後案の資産経営課の第１号として庁舎管理に関することを新設します。総務

課、現行の第３７号財産管理に関すること。第３８号公有財産の共済に関すること。第

３９号入札執行に関すること。第４０号地籍調査に関することを削除し、改正後案の資

産経営課の第２号から第４号に移管します。財務課は、現行の第１２号窓口業務調整に

関することを削除し、建設課は、現行の第６号町営住宅に関すること。第１０号施設管

理・営繕に関すること。第１１号公共施設等総合管理計画に関することを削除し、改正

後案の資産経営課の第５号から第７号に移管し、新たに第８号空き家対策に関すること

を追加します。改正後案の建設課では第６号を改め、総務課から削除する地籍調査に関

することを移管します。水道課は現行の全てを削除し、そのうち第３号飲料水供給事業

に関することを、改正後案の町民課の第１８号に移管します。附則。この条例は令和６

年４月１日から施行するとしております。議案第８号邑南町職員定数条例の一部改正に

ついて説明いたします。この度の改正は下水道事業の公営企業化に伴う改正をするもの

でございます。新旧対照表第１条の主旨で現行の水道事業の次に、改正後案では、及び

下水道事業を追加します。第２条の職員定数で、第１号町長の事務部局の職員を現行の

１７５人から、改正後案では１６９人に改めます。現行の第５号の次の計２３１人を削

除し、改正後案では第６号の次に追加します。現行の第６号水道事業職員８人を削除

し、改正後案では第６号上下水道事業職員１４人に改めます。附則。この条例は令和６

年４月１日から施行するとしています。議案第９号邑南町職員の特殊勤務手当に関する

条例の一部改正について説明いたします。この度の改正は下水道事業の公営企業化に伴

う改正をするものでございます。新旧対照表第２条の特殊勤務手当の種類で、現行の第
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８号下水道（生活排水含む）手当を削除し、第９号から第１２号は、改正後案では第８

号から第１１号に１号ずつ繰り上げます。現行の第１０条の下水道（生活排水含む）業

務手当を削除し、第１１条の災害等復旧手当を、改正後案では第１０条とし、現行の簡

易水道を水道に改めます。現行の第１２条から第１６条を、改正後案では１条ずつ繰り

上げます。現行の別表第１４条関係を、改正後案では第１３条関係に改め、別表中、現

行の水道及び下水道（生活排水含む）業務手当月額６，０００円を削除します。附則。

この条例は令和６年４月１日から施行するとしています。議案第１０号邑南町特別会計

条例の一部改正について御説明いたします。この度の改正は、下水道事業の公営企業化

に伴う改正をするものでございます。新旧対照表第１条の設置及び第２条の歳入及び歳

出で、それぞれ現行の下水道事業を削除します。附則。この条例は令和６年４月１日か

ら施行するとしています。議案第１１号邑南町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例の一部改正について説明いたします。この度の改正は、地方自治法の一部改

正により会計年度任用職員に勤勉手当の支給が可能となったことに伴う改正をするもの

でございます。新旧対照表第３条の会計年度任用職員の給与で、現行の及び期末手当を

改正後案では期末手当及び勤勉手当に改めます。改正後案第１３条の２４の勤勉手当を

新設し、フルタイム会計年度職員に支給する勤勉手当について規定します。第２１条の

期末手当で、現行の以下この条の次に、改正後案では、及び次条第１項を追加します。

改正後案に、第２１条の２の勤勉手当を新設し、パートタイム会計年度任用職員に支給

する勤勉手当について規定します。附則。この条例は令和６年４月１日から施行すると

しています。議案第１２号邑南町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について説

明いたします。この度の改正は、地方自治法の一部改正により会計任用職員に勤勉手当

の支給だ可能となったことに伴う改正をするものです。新旧対照表第７条の育児休業を

している職員の期末手当の支給で、現行の第２項中、（地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職

員」という）を除く）を削除します。現行の第８条中会計年度任用職員を、改正後案で

は地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員（以下「会計年度任用職員」という）に改めます。附則。この条例は令和６年

４月１日から施行するとしています。議案第１３号邑南町表彰条例の一部改正について

説明いたします。この度の改正は、邑南町表彰審議会において表彰基準の見直しが行わ

れたことに伴う改正をするものです。新旧対照表第４条の善行表彰で現行の次の各号の

いずれかにを、改正後案では善行に優れ町民の模範となるものに、に改めます。あわせ

て、現行の第１号から第３号を削除します。附則。この条例は令和６年４月１日から施

行するとしております。議案第１４号邑南町消防団員等公務災害補償条例の一部改正に

ついて説明いたします。この度の改正は、非常勤消防団員等に係る損害補償に基準を定
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める政令の一部改正に伴う改正をするものです。新旧対照表第５条の補償基礎額で、第

２項中現行の８，９００円を、改正後案では９，１００円に改めます。別表（第５条関

係）の補償基礎額表中、現行の階級及び勤務年数ごとの区分による補償基礎額を改正後

案のとおり改めます。附則第１項、この条例は令和６年４月１日から施行するとしてい

ます。第２項、この条例の施行日前に支給すべき事由の生じた損害補償及び躁病保障年

金等については、なお従前の例によるとしております。以上、地方自治法第９６条第１

項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。

●石橋議長（石橋純二） 説明の途中でございますが、ここで休憩に入らせていただ

きます。再開は、午後１時１５分とさせていただきます。

―― 午前 11時 48分 休憩 ――

―― 午後 １時 15分 再開 ――

●石橋議長（石橋純二） 再開をいたします。午前中の議案説明の中で訂正したい旨

の申出が大賀総務課長よりございましたので、この申出を許可したいと思います。

○大賀課長（大賀定） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、大賀総務課長。

●大賀総務課長（大賀定） 午前中の私の議案第７号の説明と議案第９号それぞれ詳

細説明において、１か所ずつ誤りがございましたので訂正をさせていただきたくお願い

を申し上げます。まず議案第７号邑南町課設置条例の一部改正についての説明の中で、

新旧対照表第２条の事務分掌で、総務課現行の第３７号財産管理に関すること、第３８

号公有財産の共済に関すること。第３９号入札執行に関すること。第４０号地籍調査に

関することを削除し、改正後案の資産経営課の１２号から１４号に移管しますと申し上

げました。最後の部分でございますけれども、正しくは２号から４号に移管しますでご

ざいます。つぎに、議案第９号邑南町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正の説

明におきまして、新旧対照表第２条の特殊勤務手当の種類で、現行の第９号から第１２

号は、改正後案では第８号から第１２号に１号ずつ繰り上げますと申し上げました。最

後の部分ですけれども、正しくは第８号から第１１号に１号ずつ繰り上げますでござい

ます。以上、２点訂正をさせていただきますようお願いいたします。
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●石橋議長（石橋純二） 以上、訂正の説明がございました。よろしゅうございまし

ょうか。

（「はい」の声あり）

●石橋議長（石橋純二） はい。それでは議案の説明に入らせていただきます。

○田村地域みらい課長（田村哲） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、田村地域みらい課長。

○田村地域みらい課長（田村哲） 議案第１５号邑南町町営バス条例の一部改正につ

いて御説明申し上げます。現在邑南町営バスの実証実験便として運行中の瑞穂矢上線

を、正式な路線として加えるものでございます。議案に添付しております邑南町営バス

条例の新旧対照表を御覧ください。第４条の表中路線名瑞穂矢上線の項を新たに加える

ものです。条文に戻り、施行日は附則のとおり令和６年４月１日からとするものです。

以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

○小笠原医療福祉政策課長（小笠原誠治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、小笠原医療福祉政策課長。

○小笠原医療福祉政策課長（小笠原誠治） 議案第１６号邑南町高齢者創作活動施設

条例の一部改正について御説明いたします。この度の改正は、高齢者の創作活動や介護

予防を目的とする高齢者創作活動施設のうち利用の減少により令和元年度より休止して

いました、下口羽にあります知恵工房について、今後も利用が見込めないことからその

用途を廃止し今条例から削除する旨の改正を行うものでございます。改正内容は新旧対

照表のとおり、第２条の表から当該施設の項を削除するものでございます。施行期日は

条例附則のとおり、令和６年４月１日とするものでございます。つぎに、議案第１７号

邑南町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども子育て支援施設等

の運営に関する基準を定める条例の一部改正について御説明いたします。この度の改正

は、こども家庭庁の設置に伴い保育所保育指針の制定権限が厚生労働大臣から内閣総理

大臣に変更されたこと並びに本条例の根拠となる国の基準における引用条項が改正され
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たことなどによる文言の整理及び修正を主な内容として改正を行うものでございます。

また新旧対照表７ページのとおり第２３条では保育施設等の重要事項の掲示につきまし

て、これまでの書面掲示に加え電気通信回路に接続して行う自動公衆送信いわゆるイン

ターネットにより閲覧可能としなければならない旨改正するものでございます。施行期

日は条例附則のとおり公布の日とし、第２３条の改正規定は令和６年４月１日より施行

するものでございます。つぎに、議案第１８号邑南町家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部改正について御説明いたします。この度の改正は、こ

ども家庭庁の設置に伴い保育所保育指針の制定権限が内閣総理大臣に変更されたことに

よる改正で、新旧対照表のとおり第２５条中厚生労働大臣を内閣総理大臣に改めるもの

でございます。施行期日は、条例附則のとおり公布の日とするものでございます。以

上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よ

ろしくお願いいたします。

○上田建設課長（上田修） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、上田建設課長。

○上田建設課長（上田修） 議案第１９号邑南町町営住宅管理条例の一部を改正する

条例について、御説明いたします。この度の改正は建設課で管理しております町営住宅

のうち、二つのことについて見直しをしようとするものでございます。一つ目としまし

ては、現在老朽化が顕著で既に入居募集を行っていない政策空き家として位置づけてお

ります４か所１０戸を用途廃止し、普通財産の切替えにあわせ施設処分の準備に取りか

かる計画でございます。二つ目としましては、令和５年度の新設された住宅１戸を行政

財産加え邑南町町営住宅管理条例の別表を改めようとするものでございます。改正内容

の要旨について新旧対照表にて御説明いたします。新旧対照表の別表の右欄現行の上か

ら３行目細里団地１棟５戸でございますけれども、昭和５１年度に建設されたもので老

朽化による建替を行いました。これに伴いこの度用途廃止をしようとするものでござい

ます。同じく右欄の細里団地から４行下の高原団地でございますが、１棟５戸のうち２

戸が政策空き家として管理しており２戸を用途廃止し左欄の改正後案では３戸に、その

下の順庵原団地でございますが１棟５戸のうち１戸が政策空き家として管理しておりそ

の１戸を用途廃止し、改正後案では４戸とするものでございます。同じく右欄現行の順

庵原団地から４行下の日和団地１棟２戸でございますが、こちらも政策空き家として管

理しており同様に用途廃止しようとするものでございます。左欄改正後案一番下の行の

根布団地でございますが本年度新設した１棟１戸の団地でございまして、新たに別表に
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加えようとするものでございます。条文に戻りまして、附則この条例は令和６年４月１

日から施行することとしております。議案第２０号若者定住促進住宅管理条例の一部を

改正する条例について御説明申し上げます。この度の改正は、令和５年７月３０日付け

で島根県住宅供給公社との契約締結に基づき、町有地に建設された若者定住向け公社賃

貸住宅ヤングスポットいわみ１棟６戸が、平成６年４月１日から令和６年４月２日の３

０年間の賃貸住宅の委託管理期間満了により邑南町に無償譲渡されることとなっており

ます。さらに今後も令和８年度から令和１１年度に向けて、４団地３６戸が順次同様の

契約満了により若者定住向け公社賃貸住宅が島根県住宅供給公社から邑南町に無償譲渡

されることとなっています。これらの住宅は若者定住向けとされていますが入居者の年

齢制限はなく単身あるいは夫婦世帯を対象とされているもので、いわゆる大人数で暮ら

す家族向け住宅ではございません。一方これまで邑南町では、若者定住施策として入居

条件が４５歳までとなっている邑南町若者定住促進住宅を管理しておりますが、昨今の

人口減少、人口動態、入居者の需要や収入状況などから総合して考えますと、今後若者

という条件で設定されている４５歳の入居資格という条件が満たせなくなり、住宅を保

有していても多くの空き室が発生することが懸念されるところでございます。これらの

ことから若者定住に限定した施策から幅広い世代の定住施策を進めていく必要があるた

め、見直しをするものでございます。説明につきましては、新旧対照により御説明いた

します。１０分の１ページ１行目の題名でございます。邑南町若者定住促進住宅管理条

例を邑南町定住住宅管理条例に改めようとするものでございます。つぎに、本則中の若

者定住住宅を定住住宅に改めようとするものでございます。つぎに、３行目の第１条中

若者等の定住化を定住に、邑南町若者定住促進住宅以下若者定住住宅というを定住住宅

に改めようとするものでございます。つぎに、第２条１号中若者等にを削ろうとするも

のです。つぎに、１０分の２ページ第６条中第２号及び第３号を削り同項第４号中、現

に同居し又は同居しようとする親族があること若しくは配偶者（婚姻の予約者を含む）

があることを、現に同居し又は同居しようとする者がある場合その者が親族（婚姻の届

出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む、以下第

１０条において同じであることに改め、同号を同項第２号とし、同項第５号中し又はを

若しくはに改め、若しくは配偶者を削り同号を同項第３号とし、同条中第２項を第３項

とし、１０分の３ページの６行目に第２項として、別表のヤングスポットいわみ入居す

ることができる者は前項第１号及び第３号の要件を満たす者とする。を加えようとする

ものです。つぎに、１０分の６ページの第１８条第１項中ふすま紙に次に及び網戸を加

えようとするものでございます。つぎに、１０分の１０ページ別表下段ですが新たにヤ

ングスポットいわみを加えようとするものでございます。条文に戻りまして、附則この

条文は令和６年４月３日から施行することとしています。以上、地方自治法第９６条第
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１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

○白須産業支援課長（白須寿） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、白須産業支援課長。

○白須産業支援課長（白須寿） 議案第２１号邑南町堆肥化処理施設条例の一部改正

について御説明申し上げます。邑南町堆肥化処理施設は、畜産ふん尿の処理及び有機質

堆肥の供給を行うことを目的として平成１０年度に設置したものでございます。

施設内容は、中野の基幹処理施設１か所と中野の茅場と日和にそれぞれ１か所ある予備

調整施設で、いずれも令和３年度において処分年限が経過したところでございます。こ

のうち予備調整施設について、利用者の高齢化や社会情勢の変化等による廃業などの理

由から令和３年９月より利用実績がなく今後の利用の可能性もないことから、行政財産

としての用途を廃止するため条例の一部改正を行うものです。条例の施行日は公布の日

としています。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるもの

でございます。

○植田学びのまち総務課長（植田啓司） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、植田学びのまち総務課長。

○植田学びのまち総務課長（植田啓司） 議案第２２号邑南町奨学金条例の一部改正

について御説明申し上げます。改正の詳細について新旧対照表に基づいて御説明いたし

ます。新旧対照表１ページを御覧ください。はじめに、第２条第１項中基金の額６，３

２８万２，０００円を、６，２０２万２，０００円に改めるものです。令和５年度にお

いて償還免除適用者が１名おられたことにより減額となります。この減額により、今後

の新規貸付や償還免除となる額について不足が生じることは想定されないため増額は行

っておりません。つづいて、奨学金の利用者数の減少と就学環境の変化に応じて奨学金

制度と貸与金額の改正を行うものです。１点目は、第６条第５項中他のを、邑南町が実

施する他のに改めるものです。これは、邑南町が実施する奨学金以外の奨学金の併願併

給を可能とするものです。つづいて、新旧対照表の２ページを御覧ください。第７条関

係、貸与金額の別表を改正後案のとおり改正します。条文に戻り、施行日は附則のとお

り令和６年４月１日からとするものです。以上、地方自治法第９６条第１項の規定によ

り議会の議決を求めるものでございます。
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○沖野水道課長（沖野弘輝） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、沖野水道課長。

○沖野水道課長（沖野弘輝） 議案第２３号邑南町水道事業給水条例の一部改正につ

いて説明いたします。この度の改正は、生活衛生等関係行政の機能強化を目的に、水道

法等による権限を厚生労働大臣から国土交通大臣及び環境大臣に移管されることに伴う

ものです。新旧対照表を御覧ください。第１０条第２項ただし書中、厚生労働省令を国

土交通省令に、この限りではないをこの限りでないに改めます。第１１条第１項中、厚

生労働省令を国土交通省令に、申し込みを申込みに改めます。第３５条第２号中、厚生

労働省令を国土交通省令に改めます。条文に戻り、附則この条例は令和６年４月１日か

ら施行します。つづいて、議案第２４号邑南町水道布設工事等に関する基準を定める条

例の一部改正について説明いたします。この度の改正は、生活衛生等関係行政の機能強

化を目的に、水道法等による権限を厚生労働大臣から国土交通大臣及び環境大臣に移管

されることに伴うものです。新旧対照表を御覧ください。第４条第６号中、厚生労働大

臣を国土交通大臣及び環境大臣に改めます。条文に戻り、附則この条例は令和６年４月

１日から施行すます。つづいて、議案第２５条邑南町下水道条例の一部改正について説

明いたします。この度の改正は、大腸菌数を測定する技術の確率、また、六価クロムの

人体に対する影響の正確な評価が可能になったことにより、下水道法施行令に定める放

流水の基準が改正されることに伴うものです。新旧対照を御覧ください。第１０条第１

４号中、０．５を０．２に改めます。同条第４４号中、大腸菌群数を大腸菌数に改めま

す。条文に戻り、附則この条例は令和６年４月１日から施行します。ただし、第１０条

第４４号の改正規定は令和７年４月１日から施行します。以上、地方自治法第９６条第

１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

○秋田町民課長（秋田敏子） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、秋田町民課長。

○秋田町民課長（秋田敏子） 議案第２６号邑南町議会議員及び邑南町長の選挙にお

ける選挙運動の公営に関する条例の一部改正について御説明申し上げます。最近におけ

る物価の変動等に鑑み、衆議院議員及び参議院議員の選挙における選挙運動に関し選挙

運動用自動車の使用等の公営に要する経費に係る限度額を引き上げるため、公職選挙法
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施行令の一部が改正され令和４年４月６日から施行されました。町長選挙及び町議会議

員選挙における選挙運動用自動車の使用等の公営に関しましては、公職選挙法施行令に

準じて規定をしているため改正をするものでございます。改正内容につきまして、新旧

対照表により御説明いたします。新旧対照表の改正後を御覧ください。３分の１ページ

第４条第１項第２号アは、自動車の借入れで１万６，１００円に、イは燃料代で７，７

００円に改正するものでございます。３分の２ページ第８条の選挙運動用ビラの作成に

つきましては１枚当たりの作成単価を７円７３銭に改正、３分の３ページ第１１条の選

挙運動用ポスターの作成につきましては１枚当たりの作成単価を５４１円３１銭に、企

画費を１５万８，１２５円に改正するものでございます。条文に戻りまして、附則この

条例は公布の時から施行することとしています。以上、地方自治法第９６条第１項の規

定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第28 議案第27号 ）、（ 日程第29 議案第28号 ）

（ 日程第30 議案第29号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第２８議案第２７号邑南町移動通信用鉄塔施設整備事

業分担金徴収条例及び邑南町移動通信用鉄塔施設整備減債基金条例の廃止についてか

ら、日程第３０議案第２９号邑南町堆肥化処理施設整備事業分担金徴収条例の廃止につ

いてまでを、一括議題といたします。提出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第２７号から議案第２９号までの提案理由を御説明申

し上げます。議案第２７号から議案第２９号は、条例の廃止について議会の議決を求め

るものでございます。まず、議案第２７号邑南町移動通信用鉄塔施設整備事業分担金徴

収条例及び邑南町移動通信用鉄塔施設整備減債基金条例の廃止についてでございます

が、これは目的を達成したことに伴う条例の廃止でございます。つぎに、議案第２８号

邑南町空き家等の適正管理に関する条例の廃止についてでございますが、これは空家等
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対策の推進に関する特別措置法に基づく体制が整ったことに伴う条例の廃止でございま

す。つぎに、議案第２９号邑南町堆肥化処理施設整備事業分担金徴収条例の廃止につい

てございますが、これは分担金の債権消滅による条例の廃止でございます。以上、詳細

につきましてはそれぞれ担当課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。

○柳川情報みらい創造課長（柳川修司） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、柳川情報みらい創造課長。

○柳川情報みらい創造課長（柳川修司） 議案第２７号邑南町移動通信用鉄塔施設整

備事業分担金徴収条例及び邑南町移動通信用鉄塔施設整備減債基金条例を廃止する条例

について御説明いたします。この条例は、従来行っておりました邑南町が事業主体とな

る移動通信用鉄塔施設整備事業において、受益者となる電気通信事業者から施設整備時

に一括納付される負担金徴収する根拠となる条例及び徴収した負担金を積立て後年度の

起債の償還への財源とするための基金を設置する根拠となる条例を廃止する条例です。

近年、邑南町が事業主体となって移動通信用鉄塔施設整備事業を行う見込みがなくな

り、負担金を徴収することもなく基金の設置の必要がなくなったためこれらの条例を廃

止するものです。なお、これらの条例は公布の日をもって廃止となります。以上、地方

自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

○大賀総務課長（大賀定） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、大賀総務課長。

○大賀総務課長（大賀定） 議案第２８号邑南町空き家等の適正管理に関する条例の

廃止について説明いたします。この度の廃止は、空家等対策の推進に関する特別措置法

平成２６年法律第１２７号施行以前から本条例を制定し空家の適正管理の事務処理をし

ておりましたが、邑南町空家等対策協議会の設置並びに邑南町空家等対策計画の策定な

ど法に基づく事務処理体制が整ったため、本条例を廃止するものでございます。条文に

戻り、附則この条例は公布の日から施行するとしております。以上、地方自治法第９６

条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

○白須産業支援課長（白須寿） 議長、番外。
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●石橋議長（石橋純二） はい、白須産業支援課長。

○白須産業支援課長（白須寿） 議案第２９号邑南町堆肥化処理施設整備事業分担金

徴収条例の廃止について御説明申し上げます。本条例は、邑南町堆肥化処理施設整備事

業に要する費用の分担金の徴収に関し必要な事項を定めたものですが、最後に債務を負

っていた茅場堆肥処理組合は、組合員が減少し堆肥化処理施設の利用もなく組合として

の実態もなくなったため、令和４年６月定例会で債権放棄の議決をいただき令和５年２

月に不納欠損の処理をしたところです。これをもって現存する債権はないため本条例を

廃止するものです。条例の施行日は公布の日としています。以上、地方自治法第９６条

第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第31 議案第30号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第３１議案第３０号地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定についてを議題といたします。提出者

からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第３０号の提案理由を御説明申し上げます。議案第３

０号地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定

についてでございますが、これは地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理でござい

ます。詳細につきましては総務課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。

○大賀総務課長（大賀定） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、大賀総務課長。
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○大賀総務課長（大賀定） 議案第３０号地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整理に関する条例の制定について説明いたします。この度の条例の制定

は、地方自治法の一部改正により引用する法令等の条ずれに伴い関係条例をまとめて整

理するための条例を制定するものでございます。邑南町監査委員条例の一部改正は、新

旧対照表第６条の請求又は要求に基づく監査及び第１１条の職員の賠償責任の決定等

で、現行の第２４３条の２第３項を、改正後案ではそれぞれ第２４３条の２の７第３項

に改めます。邑南町長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例は、新旧対照表第１条

の主旨で現行の第２４３条の２第１項を、改正後案では第２４３条の２の７第１項、現

行の第２４３条の２の２第３項を、改正後案では第２４３条の２の８第３項に改めま

す。第２条の損害賠償責任の一部免責で現行の第１７３条第１項第１号を、改正後案で

は第１７３条の４第１項第１号に改めます。条文に戻り、附則この条例は地方自治法の

一部を改正する法律の施行の日から施行するとしております。以上、地方自治法第９６

条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第32 議案第31号 ）、（ 日程第33 議案第32号 ）

（ 日程第34 議案第33号 ）、（ 日程第35 議案第34号 ）

（ 日程第36 議案第35号 ）、（ 日程第37 議案第36号 ）

（ 日程第38 議案第37号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第３２。議案第３１号、指定管理者の指定についてか

ら、日程第３８。議案第３７号、指定管理者の指定についてまでを、一括議題といたし

ます。議案第３１号から議案第３７号につきまして、私、議長の石橋に直接の利害関係

のある事件と認められますので、地方自治法第１１７条の規定により退場いたします。

議長の私が退場いたしますので、その間の議長につきましては、大屋副議長にお願いを

いたします。よろしくお願いいたします。

( 議長退場並びに副議長議長席へ着席 )

●大屋副議長（大屋光宏） 議長が除斥により退場いたしましたので、地方自治法第１

０６条第１項の規定により副議長の私が、その職務を行わさせていただきます。提出者
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からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第３１号から議案第３７号までの提案理由を御説明申

し上げます。議案第３１号から議案第３７号は、指定管理者の指定について議会の議決

を求めるものでございます。議案第３１号石見デイサービスセンター。議案第３２号邑

南町高齢者ふれあいプラザ。議案第３３号邑南町高齢者生活福祉センター。議案第３４

号ねんりん工房。議案第３５号瑞穂東デイサービスセンター。議案第３６号邑南町高齢

者生きがい活動センター。議案第３７号邑南町福祉用具リサイクルセンター、の指定管

理者を社会福祉法人邑南町社会福祉協議会に指定しようとするものでございます。以

上、詳細につきましては医療福祉政策課長から説明をさせますのでよろしくお願いしま

す。

○小笠原医療福祉政策課長（小笠原誠治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、小笠原医療福祉政策課長。

○小笠原医療福祉政策課長（小笠原誠治） 議案第３１号から議案第３７号につい

て、一括して御説明いたします。議案第３１号の中野にあります石見デイサービスセン

ターは、在宅の高齢者や障がい者のデイサービスセンターとして使用する施設でござい

ます。議案第３２号の矢上にある邑南町高齢者ふれあいプラザは、高齢者の趣味活動、

教養文化向上、健康増進等を図り要介護状態となることを防止することを目的とし、創

作活動や生きがい活動を行う施設でございます。議案第３３号の下口羽にあります邑南

町高齢者生活福祉センターは、在宅の高齢者等のデイサービスセンター事業のほか、入

所や訪問介護事業を一体的に行うことにより、自立的生活の助長、社会的孤立感の解消

及び心身機能の維持向上を図る施設でございます。議案第３４号の阿須那にありますね

んりん工房は、高齢者の生きがい活動を推進し創作活動を行い介護予防を図るための施

設でございます。議案第３５号の高見にあります瑞穂東デイサービスセンターは、在宅

の高齢者等のデイサービスデンターとして使用する施設であり、次の議案第３６号及び

議案第３７号の施設と併設し、議案第３６号の邑南町高齢者生きがい活動センターは、

高齢者の健康及び福祉の向上に資するため介護予防事業の用に供する施設、議案第３７
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号の邑南町福祉用具リサイクルセンターは、福祉用具の清掃、消毒、保管等により、福

祉用具の有効活用を図り、要介護者等の生活環境の向上、自立生活の支援を行う施設で

ございます。以上の、議案第３１号から議案第３７号の７施設につきましては、現行の

指定管理者では、いずれも平成２６年度より１０年間にわたり社会福祉法人邑南町社会

福祉協議会を指定管理者とし、その期間が令和６年３月３１日をもって満了するところ

でございますが、これまでの管理運営状態は良好であり、蓄積された豊富なノウハウと

良質なサービス提供により、今後も現行の指定管理者による効果的かつ効率的な管理運

営が期待できることから非公募とし、引き続き社会福祉法人邑南町社会福祉協議会を指

定管理者として提案するものでございます。なお、いずれの施設も効率的な施設運営や

利用ニーズ等を踏まえた事業の在り方を検討すべき時期であることから、現行期間より

短縮し、令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までの５年間を指定の期間として

おります。以上、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるも

のでございます。よろしくお願いいたします。

●大屋議長（大屋光宏） 以上で、提出者からの提案理由の説明は終了いたしまし

た。ここで退場されております石橋議長の入場を求めます。これで議長としての職務を

終了いたします。御協力ありがとうございました。

( 大屋副議長は議長席を退席、石橋議長着席 )

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第39 議案第38号 ）、（ 日程第40 議案第39号 ）

（ 日程第41 議案第40号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第３９。議案第３８号指定管理者の指定についてか

ら、日程第４１。議案第４０号指定管理者の指定についてまでを、一括議題といたしま

す。提出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第３８号から議案第４０号の提案理由を御説明申し上

げます。議案第３８号から議案第４０号は、指定管理者の指定について、議会の議決を
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求めるものでございます。議案第３８号、はあもにぃはうす。議案第３９号、ハートフ

ルみずほ。議案第４０号、瑞穂西デイサービスセンターの指定管理者を社会福祉法人お

おなん福祉会に指定しようとするものでございます。以上、詳細につきましては、医療

福祉政策課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。

○小笠原医療福祉政策課長（小笠原誠治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、小笠原医療福祉政策課長。

○小笠原医療福祉政策課長（小笠原誠治） 議案第３８号から議案第４０号につい

て、一括して御説明いたします。議案第３８号のはあもにぃはうす及び議案第３９号の

ハートフルみずほは、いずれも障がい者や障がい児が能力や適性に応じた社会生活を営

めるよう自立と社会参加を促進する施設であり、両施設とも下田所の同一施設に併設し

ています。議案第４０号の上亀谷にあります瑞穂西デイサービスセンターは、在宅の高

齢者等のデイサービスセンターとして使用する施設でございます。いずれの施設も現行

の指定管理は平成２６年度より１０年間にわたり社会福祉法人おおなん福祉会を指定管

理者とし、その期間が令和６年３月３１日をもって満了するところでございますが、こ

れまでの管理運営状態は良好であり蓄積されたノウハウと良質なサービス提供により、

今後も現行の指定管理者による効果的かつ効率的な管理運営が期待できることから非公

募とし、引き続き社会福祉法人おおなん福祉会を指定管理者として提案するものでござ

います。なお、指定の期間は効率的な施設運営や利用ニーズ等を踏まえた事業の在り方

を検討すべき時期でもあることから、現行期間より短縮し令和６年４月１日から令和１

１年３月３１日までの５年間としております。以上、地方自治法第２４４条の２第６項

の規定により、議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第42 議案第41号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第４２。議案第４１号指定管理者の指定についてを、

議題といたします。議案第４１号につきましては、中村議員に直接利害関係のある事件

であると認められますので地方自治法第１１７条の規定により中村議員を除斥したいと
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思いますが、これに御異議はありませんか。

（「異議なし」の声あり）

●石橋議長（石橋純二） 異議なしと認めます。したがって、中村議員を除斥するこ

とに決定をいたしました。中村議員の退場を求めます。

（ 中村議員退場 ）

●石橋議長（石橋純二） 提出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第４１号の提案理由を御説明申し上げます。議案第４

１号は、指定管理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。議案第４１

号はすみ交流センター及びはすみ温水プールの指定管理者を有限責任事業組合てごぉす

る会に指定しようとするものでございます。詳細につきましては産業支援課長から説明

をさせますので、よろしくお願いいたします。

○白須産業支援課長（白須寿） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、白須産業支援課長。

○白須産業支援課長（白須寿） 議案第４１号はすみ交流センター及びはすみ温水プ

ールの指定管理につきましては、２月１６日庁議に諮り、指名による指定管理者の候補

として有限責任事業組合てごぉする会を選定し、本日提案させていただきくものでござ

います。当該施設は、これまでも有限責任事業組合てごぉする会が指定管理を受けて運

営してまいりました。管理方法を熟知した職員及び監視員が配置され安全対策にも充分

配慮されており、指定期間を５年間として継続して指定するものでございます。以上、

地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は終了いたしまし
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た。ここで退場されております中村議員の入場を求めます。

（ 中村議員入場 ）

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第43 議案第42号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第４３。議案第４２号指定管理者の指定についてを議

題といたします。議案第４２号につきましては、鍵本議員に直接利害関係のある事件で

あると認められますので、地方自治法第１１７条の規定により鍵本議員を除斥したいと

思いますが、これに御異議はありませんか。

（「異議なし」の声あり）

●石橋議長（石橋純二） 異議なしと認めます。したがって、鍵本議員を除斥する

ことに決定をいたしました。鍵本議員の退場を求めます。

（ 鍵本議員退場 ）

●石橋議長（石橋純二） 提出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第４２号の提案理由を御説明申し上げます。議案第４

２号は、指定管理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。議案第４２

号邑南町観光案内所、邑南町農林水産物直売・食材供給施設及び邑南町農産物処理加工

施設の指定管理者を産直市みずほ企業組合に指定しようとするものでございます。詳細

につきましては、産業支援課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。

○白須産業支援課長（白須寿） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） 白須産業支援課長。
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○白須産業支援課長（白須寿） 議案第４２号邑南町観光案内所、邑南町農林水産物

直売・食材供給施設及び邑南町農産物処理加工施設の指定管理につきましては、２月１

６日庁議に諮り、指名による指定管理者の候補として産直市みずほ企業組合を選定し、

本日提案させていただくものでございます。当該施設は、これまでも産直市みずほ企業

組合が指定管理を受けて運営してまいりました。この間良好な経営状態にあると判断

し、指定管理期間を１年間として継続して指定するものでございます。以上、地方自治

法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は終了いたしまし

た。ここで、退場されております鍵本議員の入場を求めます。

（ 鍵本議員入場 ）

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第44 議案第43号 ）、（ 日程第45 議案第44号 ）

（ 日程第46 議案第45号 ）、（ 日程第47 議案第46号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第４４。議案第４３号指定管理者の指定についてか

ら、日程第４７。議案第４６号指定管理者の指定についてまでを、一括議題といたしま

す。提出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第４３号から議案第４６号までの提案理由を御説明申

し上げます。議案第４３号から議案第４６号は指定管理者の指定について議会の議決を

求めるものでございます。議案第４３号邑南町農作業準備休憩施設の指定管理者を上田

平佐棚田保存会に指定しようとするものでございます。つぎに、議案第４４号邑南町婦

人若者等活動促進施設の指定管理者を農産加工はすみに指定しようとするものでござい

ます。つぎに、議案第４５号邑南町猪肉加工場の指定管理者を協同組合はすみ特産セン

ターに指定しようとするものでございます。つぎに、議案第４６号阿須那公民館戸河内

分館の指定管理者を戸河内振興会に指定しようとするものでございます。以上、詳細に
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つきましてはそれぞれ担当課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。

○白須産業支援課長（白須寿） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、白須産業支援課長。

○白須産業支援課長（白須寿） 議案第４３号邑南町農作業準備休憩施設の指定管理

者につきましては、２月１６日庁議に諮り指名による指定管理者の候補として上田平佐

棚田保存会を選定し、本日提案させていただくものでございます。当該施設は邑南町上

田にあり、これまでも上田平佐棚田保存会が指定管理を受けて運営してまいりました。

この間施設の管理運営状況も良好であることから、引き続き指定期間を５年間として指

定するための議決を求めるものでございます。議案第４４号邑南町婦人若者等活動促進

施設の指定管理につきましては、２月１６日庁議に諮り指名による指定管理者の候補と

して農産加工はすみを選定し、本日提案させていただくものでございます。当該施設

は、邑南町阿須那にありこれまでも農産加工はすみが指定管理を受けて運営してまいり

ました。この間施設の管理運営状況も良好であることから、引き続き指定期間を５年間

として指定するための議決を求めるものでございます。議案第４５号邑南町猪肉加工場

の指定管理につきましては、２月１６日庁議に諮り指名による指定管理者の候補として

協同組合はすみ特産センターを選定し、本日提案させていただくものでございます。当

該施設は邑南町下口羽にあり、これまでも協同組合はすみ特産センターが指定管理を受

けて運営してまいりました。この間施設の管理状況も良好であることから、引き続き指

定期間を５年間として指定するための議決を求めるものでございます。以上、地方自治

法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

○植田学びのまち総務課長（植田啓司） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、植田学びのまち総務課長。

○植田学びのまち総務課長（植田啓司） 議案第４６号阿須那公民館戸河内分館の指

定管理者として、指名により戸河内振興会を選定し提案させていただくものです。戸河

内振興会は、これまでも当該施設の管理を担い地域活動の拠点として機能させてきまし

た。この管理状態が良好であると判断し、令和６年４月１日から令和１１年３月３１日

の５年間再び指定管理者とすることを提案させていただくものでございます。以上、地

方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものでございます。
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●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第48 議案第47号 ）、（ 日程第49 議案第48号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第４８。議案第４７号町道路線の廃止についてから、

日程第４９。議案第４８号町道路線の認定についてまでを、一括議題といたします。提

出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第４７号及び議案第４８号の提案理由を御説明申し上

げます。まず、議案第４７号町道の路線の廃止についてでございますが、これは町道２

路線を廃止しようとするものでございます。つぎに、議案第４８号町道の路線の認定に

ついてでございますが、これは新規に２路線を認定しようとするものでございます。以

上、詳細につきましては建設課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。

○上田建設課長（上田修） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、上田建設課長。

○上田建設課長（上田修） 議案第４７号町道路線の廃止について御説明申し上げま

す。次のページの町道路線廃止調書を御覧ください。この度廃止するのは２路線で、終

点変更に伴う廃止と新規路線認定に伴う廃止でございます。次のページの路線廃止位置

図も併せて御覧ください。整理番号１でございます。２級町道の山根谷線は、起点日和

１７６９番地から日和１７９４番地までの路線延長２，４８７．４３メートルでござい

ます。整理番号２でございます。その他町道の山根谷線は、日和１７６９番地から終点

日和１７９４番地までの路線延長１，３６２．４３メートルでございます。以上、道路

法第１０条第１項の規定により町道の路線を廃止したいので、同法第１０条第３項の規

定により議会の議決を求めるものでございます。議案第４８号町道路線の認定について
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御説明申し上げます。次のページの町道路線認定調書を御覧ください。この度認定する

路線は２路線で、県道移管に伴う認定と起点変更に伴う認定でございます。次のページ

とその次のページの路線認定位置図も合わせて御覧ください。整理番号１でございま

す。矢上日和線は、起点矢上１９３８番地先から終点日和９６６番１地先までの路線延

長５，８５４メートルを認定するものでございます。整理番号２でございます。山根谷

線は、起点日和１４６９番４地先から終点日和１７９４番地先までの路線延長１，６３

０．７メートルを認定するものでございます。以上、道路法第８条第１項の規定により

町道の路線を認定したいので、同法第８条第２項の規定により議会の議決を求めるもの

でございます。よろしくお願いいたします。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第50 議案第49号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第５０。議案第４９号権利の放棄についてを議題とい

たします。提出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第４９号の提案理由を御説明申し上げます。議案第４

９号権利の放棄についてでございますが、これは過年度分いこいの村・香木の森納付金

の確定によるものでございます。以上、詳細につきましては産業支援課長から説明をさ

せますのでよろしくお願いします。

○白須産業支援課長（白須寿） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、白須産業支援課長。

○白須産業支援課長（白須寿） 議案第４９号権利の放棄について御説明申し上げま

す。放棄する債権の名称は、過年度分いこいの村・香木の森納付金で、債務者は株式会



- 52 -

社雲海で放棄する債権額は８１４万２，２２８円です。放棄する理由ですが、令和３年

８月６日から進められてきた株式会社雲海の破産手続が完了し、令和６年１月１５日に

手続終結の公告がありました。邑南町に対する配当は令和５年１２月１２日に振り込ま

れその額は、債権届額１，２００万円に対し、３８５万７，７７２円だったため、差額

の８１４万２，２２８円について債権の放棄をしようとするものです。以上、地方自治

法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。ここで休憩に入らせていただきます。再開は午後２時３５分とさせていただきま

す。

―― 午後 ２時 22 分 休憩 ――

―― 午後 ２時 35分 再開 ――

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第51 議案第50号 ）、（ 日程第52 議案第51号 ）

（ 日程第53 議案第52号 ）、（ 日程第54 議案第53号 ）

（ 日程第55 議案第54号 ）、（ 日程第56 議案第55号 ）

●石橋議長（石橋純二） 再開をいたします。日程第５１。議案第５０号令和５年度

邑南町一般会計補正予算第１３号についてから、日程第５６。議案第５５号令和５年度

邑南町電気通信事業特別会計補正予算第４号についてまでを、一括議題といたします。

提出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第５０号から議案第５５号までの提案理由を御説明申

し上げます。まず、議案第５０号令和５年度邑南町一般会計補正予算第１３号は、歳入

歳出それぞれ７９５万９，０００円を減額するものでございます。つぎに、議案第５１

号令和５年度邑南町国民健康保険事業特別会計補正予算第５号は、歳入歳出それぞれ４

１４万３，０００円を減額するものでございます。つぎに、議案第５２号令和５年度邑
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南町国民健康保険直営診療所事業特別会計補正予算第５号は、歳入歳出それぞれ３２０

万円を減額するものでございます。つぎに、議案第５３号令和５年度邑南町後期高齢者

医療事業特別会計補正予算第３号は、歳入歳出それぞれ１３万９，０００円を減額する

ものでございます。つぎに、議案第５４号令和５年度邑南町下水道事業特別会計補正予

算第５号は、歳入歳出それぞれ３，１３６万８，０００円を減額するものでございま

す。つぎに、議案第５５号令和５年度邑南町電気通信事業特別会計補正予算第４号は、

歳入歳出それぞれ１，７６８万３，０００円を追加するものでございます。以上、詳細

につきましてはそれぞれ担当課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。

○三上財務課長（三上和彦） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、三上財務課長。

○三上財務課長（三上和彦） 議案第５０号令和５年度邑南町一般会計補正予算第１

３号について説明をします。予算書の１ページです。第１条の歳入歳出予算の補正です

が、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７９５万９，０００円を減額し、歳入歳

出予算の総額を１６２億１，１６６万５，０００円とするものです。歳入歳出予算の補

正の款項の区分及び金額は、２ページから５ページの第１表歳入歳出予算補正に記載し

ています。第２条の繰越明許の補正は、６ページから７ページの第２表繰越明許補正の

とおりです。年度内執行が困難なものなどについて翌年度への予算の繰越の設定を行う

ものです。金額はそれぞれ限度額です。主なものですが、２款総務費１項総務管理費、

事業名道の駅瑞穂整備事業、小さな拠点づくりモデル地区推進事業費、脱炭素先行地域

づくり事業費、４款衛生費１項保健衛生費、事業名病院費は、今年度予定していた事業

の達成が困難になったため繰越の限度額を設定するものです。このほかの事業について

も同様に今年度予定していた事業の達成が困難なため、繰越限度額を設定するもので

す。追加分が１１億４，３１３万８，０００円で、繰越明許費合計額は３１億７，４１

６万８，０００円となります。第３条の地方債の追加及び変更は、８ページの第３表地

方債補正のとおりです。追加分は急傾斜地崩壊防止対策事業債で、限度額を３２０万円

とするものです。変更分は、過疎地域自立促進特別事業債は７１０万円追加の１億７，

５４０万円、病院設備整備事業債は１，７５０万円追加の１２億７５０万円、観光施設

整備事業債は１０万円減額の２，９４０万円、公営住宅建設事業債は２５０万円減額の

９，０２０万円、消防車両整備事業債は２７０万円減額の１，３９０万円、給食センタ

ー整備事業債は１９０万円減額の２，１８０万円、学校施設整備事業債は８０万円減額

の１７億３，７００万円とするものです。変更分合計の限度額は、補正前の限度額３２
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億５，８６０万円から１，６６０万円追加して、３２億７，５２０万円となり、これに

より地方債の限度額の合計を、補正前の限度額３７億６，４６０万１，０００円から

１，９８０万円追加して、３７億８，４４０万１，０００円とするものです。補正予算

の内容を予算に関する説明書の事項別明細書で説明します。予算に関する説明書の４ペ

ージ５ページをお開きください。歳入です。１款町税１項町民税は、個人所得の増や事

業所の収益増により２，５２２万９，０００円を追加するものです。２項固定資産税１

目固定資産税は、令和５年３月に償却資産の取得額の大幅な修正申告があり、これによ

り当初見込額から２，８８３万２，０００円を減額するものです。６ページ７ページを

お開きください。１０款地方交付税１項地方交付税１目地方交付税は、普通交付税で国

の補正予算により臨時経済対策費や臨時財政対策債償還基金費の創設などにより、５，

９６０万５，０００円を追加するものです。１２款分担金及び負担金１項分担金６目農

林水産業費分担金は、農地有効利用支援整備事業分担金を２４７万５，０００円減額、

過年度中山間地域総合整備事業分担金を９９２万５，０００円追加で、合わせて７４５

万円を追加するものです。８ページ９ページをお開きください。１４款国庫支出金２項

国庫補助金２目総務費国庫補助金１節総務管理費補助金は、地方創生推進交付金を６１

０万円減額、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を４０４万４，０００

円減額などで、合わせて１，０００万４，０００円を減額するものです。１０ページ１

１ページをお開きください。１５款県支出金２項県補助金６目農林水産業費県補助金

は、交付額確定に伴い中山間地域等直接支払制度事業費補助金を４２７万７，０００円

減額、農地有効利用支援整備事業費補助金を２４７万５，０００円減額、多面的機能支

払事業補助金を５０４万３，０００円減額などで、合わせて１，６６９万５，０００円

を減額するものです。１２ページ、１３ページをお開きください。１７款寄附金１項寄

附金１目一般寄附金は、企業版ふるさと納税寄附金で３００万円を追加するものです。

１４ページ１５ページをお開きください。１８款繰入金２項基金繰入金１目財政調整基

金繰入金は、１，９５６万４，０００円を減額するものです。基金繰入金全体額では、

４，２６７万８，０００円減額の５億９，２７３万４，０００円とするものです。１６

ページ１７ページをお開きください。２０款諸収入５項雑入２目雑入６節雑入は、過年

度分いこいの村・香木の森納付金などで、４２０万１，０００円を追加するものです。

２１款町債は、第３表地方債補正で説明のとおりでございます。２０ページ２１ページ

をお開きください。歳出です。２款総務費１項総務管理費１目一般管理費００２一般管

理費０３財政調整基金管理費は、積立金１億２，４０３万４，０００円を追加するもの

です。これにより、年度末残高予算は９億２，１６２万７，０００円となります。１６

減債基金管理費は、普通交付税に創設された臨時財政対策債償還基金費全額を令和６年

度及び令和７年度の臨時財政対策債償還額に充てるため、減債基金への積立金２，６４
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１万２，０００円を追加するものです。２４まち・ひと・しごと創生基金管理費は、企

業版ふるさと納税寄附金受領に伴う基金積立金３００万円を追加するものです。２２ペ

ージ２３ページをお開きください。１１目情報制作費０１４ＤＸ推進費０２ＤＸ外部人

材サポート事業費は、地域おこし協力隊着任無し及びＤＸ推進アドバイザー契約額確定

により１，０７３万６，０００円を減額するものです。３項戸籍住民基本台帳費１目戸

籍住民基本台帳費の００１戸籍住民基本台帳費０２邑智郡総合事務組合負担金、情報シ

ステム課は来年度負担となるため１，０５９万６，０００円を減額するものです。２４

ページ２５ページをお開きください。３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費は

実績により、０３６電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業費４００万

５，０００円を減額するものです。２６ページ２７ページをお開きください。６目障害

者福祉費００６地域生活支援事業費０４相談支援事業費は、障害者相談支援事業委託料

の消費税修正申告による消費税及び延滞税相当額を補償金として法人へ支払うため、１

１９万８，０００円を追加するものです。３２ページ３３ページをお開きください。４

款衛生費１項保健衛生費８目病院費００１病院費は、スプリンクラー設置工事の進捗率

が低く出来高が下がるため邑智病院に入る国庫補助金が減額となり、その影響で３町の

負担金が増額となることにより１，７４９万５，０００円を追加するものです。２項清

掃費１目廃棄物処理費００１廃棄物処理費０２邑智郡総合事務組合負担金、し尿・ごみ

処理は、国の電気料に係る軽減措置が延長されたことなどにより５５７万３，０００円

を減額するものです。３４ページ３５ページをお開きください。６款農林水産業費１項

農業費３目農業振興費００３中山間地域等直接支払事業費０２中山間地域等直接支払事

業交付金は、集落協定広域化加算、集落機能強化加算、生産性向上加算の加算において

予算調整が行われ、交付率が全国統一で７６．２％となったことにより５５２万８，０

００円を減額するものです。００５多目的機能支払事業費０２多目的機能支払事業交付

金は、交付対象農地及び長寿命化の交付額の確定により６６０万８，０００円を減額す

るものです。３６ページ３７ページをお開きください。２項林業費２目林業振興費の０

０３町行造林事業費は、事業地の変更に伴い１，１２３万２，０００円を減額するもの

です。０１８邑南町森林環境保全対策基金活用事業は、事業実績により１，８２７万

４，０００円を減額などによるものです。４０ページ４１ページをお開きください。８

款土木費４項住宅費３目住宅政策費００３賃貸住宅建設補助事業は、実績により８００

万円を減額するものです。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を

求めるものでございます。よろしくお願いいたします。

○秋田町民課長（秋田敏子） 議長、番外。



- 56 -

●石橋議長（石橋純二） はい、秋田町民課長。

○秋田町民課長（秋田敏子） 議案第５１号令和５年度邑南町国民健康保険事業特別

会計補正予算第５号について御説明申し上げます。第１条歳入歳出予算の補正でござい

ますが、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４１４万３，０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３億３，４８５万７，０００円とするものでご

ざいます。詳細につきましては、予算に関する説明書の事項別明細書で御説明いたしま

す。はじめに歳入でございます。１款１項国民健康保険税１目一般被保険者国民健康保

険税でございますが、滞納繰越分の収入見込みの増に伴いまして４７９万８，０００円

の追加でございます。４款国庫支出金２項国庫補助金８目社会保障税番号制度システム

整備費補助金でございますが、マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴う周知広

報事業補助金の確定に伴いまして３万７，０００円の追加でございます。５款県支出金

２項県補助金２目県給付費等交付金２節特別交付金でございますが、保険者努力支援交

付金交付決定に伴いまして１，０００円の減額でございます。つぎに、９款繰入金１項

基金繰入金１目国民健康保険事業基金繰入金でございますが、国民健康保険税滞納繰越

分及び延滞金の収入増、国庫補助金及び県補助金の増減に伴いまして基金の取崩を６１

１万３，０００円減額するものでございます。つぎに、同款２項他会計繰入金１目一般

会計繰入金でございますが、邑智郡総合事務組合負担金の減額に伴いまして４１４万

３，０００円を減額するものでございます。つぎに、１１款諸収入１項延滞金加算金及

び過料１目延滞金でございますが、収入見込みの増に伴いまして１２７万９，０００円

の追加でございます。つづきまして歳出でございます。１款総務費１項総務管理費１目

国民健康保険事業一般管理費でございますが、邑智郡総合事務組合負担金の変更に伴い

まして４１４万３，０００円を減額するものでございます。つづきまして、議案第５２

号令和５年度邑南町国民県保険直営診療所事業特別会計補正予算第５号について御説明

申し上げます。第１条歳入歳出予算の補正でございますが歳入歳出予算の総額から歳入

歳出それぞれ３２０万円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億２，５

４５万５，０００円とするものでございます。この度の補正は、歳入歳出ともに事業実

績によるものでございます。詳細につきましては、予算に関する説明書の事項別明細書

で御説明いたします。はじめに歳入でございます。１款診療収入２項外来収入は４か所

の診療所合わせまして１１２万円の減額、同款３項その他の診療収入は６万３，０００

円の減額でございます。つぎに、３款使用料及び手数料２項手数料１目文書料は４万

４，０００円の減額でございます。つぎに、５款県支出金１項県補助金でございます

が、へき地医療対策費補助金の認定基準変更のため令和５年度より井原診療所と矢上診

療所が補助対象となりました。井原診療所・矢上診療所補填分合わせまして１，００７
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万８，０００円の追加でございます。つぎに、８款繰入金１項他会計繰入金１目一般会

計繰入金でございますが、４か所の診療所の運営費補填分を合わせまして１，２０７万

７，０００円の減額でございます。主な要因といたしましては、先ほど御説明いたしま

したへき地医療対策費補助金の追加によるものでございます。つぎに、１０款諸収入２

項受託事業収入１目特定健康診査等受託料は、５６万６，０００円の追加、３目予防接

種等受託料は５４万４，０００円の減額、５目その他受託料は３万３，０００円の減額

でございます。つぎに、同款３項雑入４目雑入でございますが、矢上診療所におきまし

て医大研修生の実習を受け入れたためその謝金などによりまして３万７，０００円の追

加でございます。つづきまして歳出でございます。１款総務費１項施設管理費１目一般

管理費でございますが、矢上診療所における医療事務の派遣日数の実績に伴いまして、

９０万円を減額するものでございます。つぎに、２款医業費１項医業費３目医療用衛生

材料費でございますが、阿須那・井原・矢上診療所の薬品や診療材料等の使用実績に基

づきまして２３０万円を減額するものでございます。つづきまして、議案第５３号令和

５年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計補正予算第３号について御説明申し上げま

す。第１条歳入歳出予算の補正でございますが、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞ

れ１３万９，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３億８，０９

２万円とするものでございます。この度の補正は邑智郡総合事務組合の負担金の変更に

伴うものでございます。詳細につきましては予算に関する説明書の事項別明細書で御説

明いたします。はじめに歳入でございます。５款繰入金１項一般会計繰入金１目事務費

繰入金を１３万９，０００円減額するものでございます。つづきまして、歳出でござい

ます。１款総務費１項総務管理費１目後期高齢者医療事業一般管理費につきまして、邑

智郡総合事務組合情報システム課負担金といたしまして１３万９，０００円を減額する

ものでございます。以上、３会計につきましてそれぞれ地方自治法第９６条第１項の規

定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。

○沖野水道課長（沖野弘輝） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、沖野水道課長。

○沖野水道課長（沖野弘輝） 議案第５４号、令和５年度邑南町下水道事業特別会計

補正予算第５号について説明いたします。第１条歳入歳出予算の補正でございますが歳

入歳出それぞれ３，１３６万８，０００円を減額し、ここで説明資料に訂正がございま

す。説明資料では、ここから予算の総額を歳入歳出それぞれ１０億７７６万７，０００

円としておりましたが、正しくは予算の総額を歳入歳出それぞれ９億７，６３９万９，
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０００円となります。説明資料は訂正をいたします。詳細につきまして、予算に関する

説明書で説明いたします。歳入１款１項分担金は、加入件数の増加により５万円の追加

です。６款２項他会計繰入金は、分担金、委託料、工事請負費の変更により６７８万

７，０００円の減額。そしてここでも説明資料に訂正ございまして、ここからの１文８

款諸収入１項雑入１目雑入は、事業の変更により６７８万７，０００円の減額ですのと

ころは誤りですので削除となります。ここまでの２か所の訂正につきましては、後ほど

差し替えをさせていただきたいというふうに思っております。大変失礼いたしました。

続けます。８款１項雑入は、支障移転工事浜田作木線高見橋工事の中止、田所国府線桜

屋橋工事の変更に伴い１，２５３万１，０００円の減額です。９款１項町債は、事業費

の変更に伴い１，２１０万円の減額です。続いて歳出です。１款１項清掃費は、浄化槽

市町村整備推進事業費の変更に伴い１，２３７万６，０００円の減額です。２款１項農

業費は、浜田作木線高見橋工事の中止、田所国府線桜屋橋工事の事業費の変更、農業集

落排水施設機器改修事業費の変更により１，５１４万２，０００円の減額です。３款１

項下水道費は、事務業務委託料の変更により３８５万円の減額です。以上、地方自治法

第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いい

たします。

○柳川情報みらい創造課長（柳川修司） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、柳川情報みらい創造課長。

○柳川情報みらい創造課長（柳川修司） 議案第５５号令和５年度邑南町電気通信事

業特別会計補正予算第４号について御説明いたします。第１条歳入歳出予算の補正でご

ざいますが歳入歳出それぞれ１，７６８万３，０００円を追加し、予算の総額を５億

９，４３１万９，０００円とするものでございます。つづきまして、第２条繰越明許費

でございますが２款電気通信事業費１項情報通信時業費は、加入者向けネットワーク整

備事業費を１億８，９３９万８，０００円を限度に翌年度に繰り越すものです。理由

は、半導体の流通不足等により資材の調達が困難なためです。それでは、補正予算の内

容を予算に関する説明書の事項別明細書で説明いたします。まず、歳入を御説明いたし

ます。８款諸収入１項雑入１目雑入は、電気通信事業特別会計で行った事業により、今

年度申告分の消費税に対し還付金が生じたため１，７６８万３，０００円を追加するも

のでございます。つぎに、歳出でございます。３款基金積立金１項基金積立金１目電気

通信事業基金積立金は、先ほど歳入で申し上げました消費税の還付金を電気通信事業基

金に積み立てるため、歳入と同額の１，７６８万３，０００円を追加するものでござい
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ます。以上、令和５年度邑南町電気通信事業特別会計補正予算第４号につきまして、地

方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしく

お願いいたします。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。

～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 日程第57 議案第56号 ）、（ 日程第58 議案第57号 ）

（ 日程第59 議案第58号 ）、（ 日程第60 議案第59号 ）

（ 日程第61 議案第60号 ）、（ 日程第62 議案第61号 ）

（ 日程第63 議案第62号 ）

●石橋議長（石橋純二） 日程第５７。議案第５６号令和６年度邑南町一般会計予算

についてから、日程第６３。議案第６２号令和６年度邑南町下水道事業会計予算につい

てまでを一括議題といたします。提出者からの提案理由の説明を求めます。

○石橋町長（石橋良治） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、石橋町長。

○石橋町長（石橋良治） 議案第５６号から議案第６２号までの提案理由を御説明申

し上げます。まず、議案第５６号令和６年度邑南町一般会計予算は、歳入歳出それぞれ

１５９億５，１００万円とするものでございます。つぎに、議案第５７号令和６年度邑

南町国民健康保険事業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ１２億９，３００万円とする

ものでございます。つぎに、議案第５８号令和６年度邑南町国民健康保険直営診療所事

業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ１億３，８５０万円とするものでございます。つ

ぎに、議案第５９号令和６年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計補正予算は、歳入歳

出それぞれ４億１，２００万円とするものでございます。つぎに、議案第６０号令和６

年度邑南町電気通信事業特別会計補正予算は、歳入歳出それぞれ５億２，１００万円と

するものでございます。つぎに、議案第６１号令和６年度邑南町水道事業会計予算は、

収益的収入及び支出については、収入総額４億２万８，０００円、支出総額３億９，４

９４万１，０００円を見込み計上し、資本的収入及び支出については、収入総額４億

６，９２１万３，０００円、支出総額６億４，４２６万９，０００円を見込み計上し、
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収入不足額は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額等で補填するものでござ

います。つぎに、議案第６２号令和６年度邑南町下水道事業会計予算は、収益的収入及

び支出については、収入総額７億７，４１３万４，０００円、支出同額７億７，４１３

万４，０００円を見込み計上し、資本的収入及び支出については、収入総額４億８，３

５７万６，０００円、支出総額６億９，１２２万８，０００円を見込み計上し、収入不

足額は、当年度分損益勘定留保資金等で補填するものでございます。以上、詳細につき

ましてはそれぞれ担当課長から説明をさせますのでよろしくお願いします。

○三上財務課長（三上和彦） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、三上財務課長。

○三上財務課長（三上和彦） 議案第５６号令和６年度邑南と湯一般会計予算につい

て説明します。予算書の１ページ第１条の歳入歳出予算の総額ですが、歳入歳出それぞ

れ１５９億５，１００万円に定めるものです。前年度より２，０００万円の減としてい

ます。第２項歳入歳出予算の款項の区分及び金額は、２ページから６ページの第１表歳

入歳出予算に記載しています。第２条の債務負担行為については、７ページの第２表債

務負担行為に記載しています。７ページをお開きください。第３次邑南町総合振興計画

策定事業費は、令和７年度において７０６万６，０００円を、企業版ふるさと納税支援

業務委託費は、令和６年度から７年度において、企業版ふるさと納税支援業務に係る委

託契約で定める費用の額を、町議会議員選挙費は令和６年度から７年度において５５０

万円を、創業等信用保証料補助金は令和６年度から７年度において５６２万８，０００

円を、令和７年度地域おこし協力隊員設置費は令和７年度において１億３，９０８万

４，０００円を限度額に、債務負担行為として定めるものです。１ページに戻ってくだ

さい。第３条の地方債ですが８ページの第３表地方債に記載しています。８ページ９ペ

ージをお開きください。主なものですが、過疎地域自立促進特別事業債いわゆる過疎ソ

フトは前年度より５２０万円減の１億６，３１０万円を計上し、病院費など１７事業の

財源としています。道の駅瑞穂整備事業債は、前年度より８億６，１７０万円増の１３

億７，２７０万円を計上しています。病院設備整備事業債は、邑智病院建設改良費繰出

金の財源とするため、前年度より６億２，９３０万円減の５億６，０７０万円を計上し

ています。学校施設整備事業債は石見中学校建設事業などの財源とするため、前年度よ

り１０億８，７２０万円減の６億５，８００万円を計上しています。臨時財政対策債は

前年度より１，６５０万９，０００円減の、８７３万８，０００円を計上しています。

臨時財政対策債は、発行を抑えて交付税を増額する国の方針により国全体で対前年度比
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５４．３％減となっており、それを反映し計上しています。地方債合計額は前年度より

６億８，５９０万９，０００円減の、３４億６，１０３万８，０００円を計上していま

す。１ページに戻ってください。第４条の一時借入金ですが、限度額を昨年度と同額の

50億円としています。これは、大型事業に伴う支出が集中する時期の資金不足を解消す

るためです。第５条の歳出予算の流用ですが、議決費目になる款及び項を超える流用に

ついては人件費のみ同一款内での流用を認めることとしています。予算の内容を、予算

に関する説明書の事項別明細書で説明します。４ページ５ページをお開きください。歳

入です。１款の町税は６ページ７ページの４項市町村たばこ税までです。町税全体では

前年度より６，１５２万７，０００円減の、１０億５，９５４万４，０００円となりま

す。減額の要因は、定額減税によるもの、固定資産税の評価額の減少によるものです。

６ページ７ページの２款地方譲与税から１０ページ１１ページの９款地方特例交付金ま

では、国の地方財政計画などを参考に計上しています。９款１項地方特例交付金につい

ては、町民税所得割の定額減税分の補填を加味し計上しています。１０款地方交付税１

項地方交付税は前年度より２億７４４万７，０００円増の、６１億７４５万３，０００

円を計上しています。国の地方財政計画では、所得税の定額減税の影響により地方交付

税の原資となる国税収入が７，６２０億円減収する見込みですが、前年度からの繰越金

及び自然増収による地方交付税法定率分の増１兆１，９８２億円により対応されること

から、地方交付税も１．７％増が見込まれています。邑南町においては国や県から示さ

れている資料により推計し、普通交付税は昨年度より１億５，９４２万９，０００円増

の５４億４３５万１，０００円、特別交付税は４，８０１万８，０００円増の７億３１

０万２，０００円を計上しています。１６ページから１９ページの１４款国庫支出金１

項国庫負担金は、前年度より１，３３５万５，０００円減の５億９，００１万円を計上

しています。１８ページから２１ページの２項国庫補助金は、前年度より２億８，０１

４万９，０００円増の１２億２，４７７万７，０００円を計上しています。増額の要因

は、２目総務費国庫補助金１節総務管理費補助金の空き家対策総合支援事業費補助金が

１，６５０万円の皆増、地域脱炭素移行再エネ推進交付金が１億４，０８３万４，００

０円増、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金が３，８８８万４，０００円の皆

増、デジタル基盤改革支援補助金が８，１７０万８，０００円の皆増などによるもので

す。２２ページから２５ページの１５款県支出金１項県負担金は、前年度より１億８，

０１８万６，０００円増の７億７，０００万７，０００円を計上しています。増額の要

因は、２目総務費県負担金１節総務管理費負担金の道の駅瑞穂整備事業費負担金が、前

年度より２億８８４万円の増などによるものです。３４ページ３５ページをお開きくだ

さい。１７款寄附金１項寄附金１目一般寄附金２節ふるさと寄附金は、前年度と同額の

２億円を計上しています。１８款繰入金２項基金繰入金１目財政調整基金繰入金は、予
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算編成に当たり、道路維持費、施設の除却に係る事業費、邑南町施行２０周年に係る事

業費、各種計画策定費、人件費の増額、人件費に係る委託料の増額など必要な事業を行

うために不足する財源を確保するため、前年度より３，２４９万１，０００円増の１億

４，６２０万８，０００円を繰り入れるものです。これにより、年度末残高予算は７億

７，５４７万７，０００円となります。２目減債基金繰入金については、令和６年度起

債償還分として１億８，６０２万４，０００円を繰り入れるものです。１１目まちづく

り推進基金繰入金は、道の駅瑞穂整備事業の財源に充てるため８，３１６万５，０００

円を繰り入れるものです。３６ページ３７ページをお開きください。１５目ふるさと基

金繰入金は、ふるさと基金事業と基金を活用した３３事業の財源に充てるため１億８，

７８１万円を繰り入れるものです。２７目日本一の子育て村推進基金繰入金は、おおな

ん子どもチャレンジ事業費、石見中学校改築付帯事業費などの財源に充てるため、３，

４５３万３，０００円を繰り入れるものです。２８目邑南町森林環境保全対策基金繰入

金は邑南町森林環境保全対策基金活用事業などを実施するため、８，３０７万１，００

０円を繰り入れるものです。４４ページから４７ページの２１款町債１項町債は、第３

表地方債で説明したとおりです。４８ページ４９ページをお開きください。歳出です。

４８ページから５３ページの２款総務費１項総務管理費１目一般管理費は、前年度より

２，３０５万８，０００円減の、８億５，００４万５，０００円を計上しています。減

額の要因は、００２一般管理費１８ふるさと基金事業費が制度改正に伴い、前年度より

２，１９６万７，０００円の減などによるものです。５６ページから６３ページの６目

企画費は、前年度より１２億５，７０９万７，０００円増の２６億３，２８５万円を計

上しています。増額の要因は、０２０道の駅瑞穂整備事業が前年度より１１億７，９４

０万１，０００円増、０４２脱炭素先行地域づくり事業費が前年度より５，３０４万円

増などによるものです。６２ページ６３ページの８目地域振興及び人口定住対策費は、

前年度より１，８８７万円増の、５，２４７万３，０００円を計上しています。増額の

要因は、０１１地域運営組織設立推進事業費２，２６２万７，０００円の皆増によるも

のです。７０ページ７１ページの２項徴税費２目賦課徴収費は、前年度より１，３６０

万６，０００円増の、４，４４５万９，０００円を計上しています。増額の要因は、０

０１賦課徴収費０２邑智郡総合事務組合負担金情報システム課が前年度より１，０６９

万円の増などによるものです。７２ページ７３ページをお開きください。３項戸籍住民

基本台帳費１目戸籍住民基本台帳費は、前年度より２，４２７万４，０００円増の、１

億２，１９７万１，０００円を計上しています。増額の要因は００１戸籍住民基本台帳

費０２邑智郡総合事務組合負担金情報システム課が前年度より１，３１４万７，０００

円の増などによるものです。４項選挙費１目選挙管理委員会費は、前年度より１，１９

３万２，０００円増の、２，１１３万７，０００円を計上しています。増額の要因は、
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００１選挙管理委員会費０２邑智郡総合事務組合負担金情報システム課が１，１９２万

１，０００円の増などです。７８ページから８１ページの３款民生費１項社会福祉費１

目社会福祉総務費は、前年度より８１４万７，０００円増の、３億２９１万３，０００

円を計上しています。増額の要因は、００１社会福祉総務費０７邑智郡総合事務組合負

担金情報システム課が前年度より１，８９８万３，０００円の増などによるのもです。

８２ページ８３ページの５目国民年金事務費は、前年度より１，００６万４，０００円

増の、２，５２７万７，０００円を計上しています。増額の要因は、００１国民年金事

務費０２邑智郡総合事務組合負担金情報システム課が、前年度より１，１９２万１，０

００円の増によるものです。８６ページ８７ページをお開きください。７目介護保険事

業費は、前年度より５，４６０万３，０００円増の、３億７，６９７万９，０００円を

計上しています。この増額の要因は、００１介護保険事業費０４邑智郡総合事務組合負

担金介護保険課が介護保険システムの標準化などで、前年度より５，４６２万円の増に

よるものです。８８ページから９１ページの２項児童福祉費１目児童福祉総務費は、前

年度より２，４３８万９，０００円増の、１億５，７３７万６，０００円を計上してい

ます。増額の要因は、００６児童手当費が前年度より１，７０６万円の増、００７子ど

も子育て支援事業費、０２子ども・子育て支援事業計画策定費が、前年度より６１５万

９，０００円の増などによるものです。９０ページから９３ページの２目児童福祉措置

費は、前年度より１，０５２万９，０００円増の６億２，７７５万１，０００円を計上

しています。増額の要因は、００１保育所措置費０３民間保育所運営対策事業補助費が

児童数減少のため、１，３２７万１，０００円の増などによるものです。９６ページか

ら９９ページの４款衛生費１項保健衛生費２目母子保健費は、前年度より１，０９５万

７，０００円増の、５，３２２万９，０００円を計上しています。増額の要因は、００

２子ども等医療費が前年度より７８２万５，０００円の増、００９出産子育て応援事業

費が１９６万５，０００円の増などによるものです。１０２ページ１０３ページをお開

きください。８目病院費は、前年度より６億４，７６０万８，０００円減の、８億７，

４９６万２，０００円を計上しています。減額の要因は、邑智病院本館建替え事業の建

設改良負担金の減額によるものです。２項清掃費１目廃棄物処理費は、前年度より２，

６３３万２，０００円増の、２億６，９９９万１，０００円を計上しています。増額の

要因は、００１廃棄物処理費０２邑智郡総合事務組合負担金し尿ごみ処理が前年度より

２，６３３万７，０００円の増によるものです。１０６ページから１１１ページの６款

農林水産業費１項農業費３目農業振興費は、前年度より８２５万５，０００円増の、６

億３，０５３万１，０００円を計上しています。増額の要因は、００１邑南町農林総合

事業費１６スマート農業導入モデル実証事業費が１５０万円の皆増、１７電動農機具普

及促進事業費が１００万円の皆増、１９邑南町農林総合事業費（重点交付金）が７２２
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万４，０００円の皆増、２０いろどりある直売所づくり支援事業費（重点交付金）が１

２７万円の皆増などによるものです。１１６ページから１１９ページの２項林業費２目

林業振興費は、前年度より２，５４１万３，０００円増の、２億９，０４４万３，００

０円を計上しています。増額の要因は、００８林業担い手育成確保支援事業費が５２８

万７，０００円の増、０１７邑南町森林環境保全対策基金管理費が１，８８５万５，０

００円の増、０１９木質バイオマス供給施設整備事業費が１，９８０万円の皆増などに

よるものです。１２２ページから１２７ページの７款商工費１項商工費３目観光費は、

前年度より１億２，７８４万９，０００円増の、２億２，０５８万７，０００円を計上

しています。増額の要因は、０３７いわみ温泉活用施設等改修事業費が１億３，７５９

万９，０００円の皆増などによるものです。１２８ページ１２９ページをお開きくださ

い。８款土木費２項道路橋りょう費２目道路維持費は、前年度より４，６８１万８，０

００円増の、２億３，０１２万３，０００円を計上しています。増額の要因は、００２

道路維持費が前年度より２，９０１万６，０００円の増、００３除雪費が１，８５０万

円の増などによるものです。１３０ページ１３１ページをお開きください。３目道路新

設改良費は、前年度より９，９８４万８，０００円増の、３億４，３３４万５，０００

円を計上しています。増額の要因は００１道路新設改良費高見宇都井線が前年度より

２，１９１万７，０００円の増、００５道路新設改良費片田善教寺原線が前年度より

１，１７９万６，０００円の増、００８道路新設改良費石見中央線交通安全対策が前年

度より１，９０３万４，０００円の増、０４７緊急自然災害防止対策事業費町道川下線

が２，００５万円の皆増、０５１道路安全対策事業費町道石見南線が２，２１０万９，

０００円の皆増などによるものです。１３２ページ１３３ページをお開きください。３

項河川費４目河川等災害関連費は、前年度より２，９５１万２，０００円増の、３，３

４７万２，０００円を計上しています。増額の要因は、００１緊急自然災害防止対策事

業費河川によるものです。１３２ページから１３５ページの４項住宅費１目住宅管理費

は、前年度より５，０６６万１，０００円増の、１億３，４０４万７，０００円を計上

しています。増額の要因は、００１住宅管理総務費０２邑智郡総合事務組合負担金情報

システム課が前年度より１，１９２万１，０００円の増、００３既設公営住宅ストック

改善事業費が前年度より９８１万９，０００円の増、００７公営住宅解体事業費が２，

２５８万円の皆増などによるものです。１３６ページ１３７ページをお開きください。

９款消防費１項消防費１目常備消防費は、前年度より１，５７０万円増の、３億６，２

２０万３，０００円を計上しています。増額の要因は、００１常備消防費０１江津邑智

消防組合負担金で、高機能消防指令センター更新事業などによるものです。１３８ペー

ジ１３９ページをお開きください。３目消防設備費は、前年度より１，２２３万６，０

００円増の、３，４７７万６，０００円を計上しています。増額の要因は、００１消防
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備品管理費が９１万３，０００円の皆増、００６消防車整備費が前年度より１，１２４

万７，０００円の増などによるものです。１４４ページから１４７ページの１０款教育

費１項教育総務費５目学校給食費は、前年度より１，５１７万円増の、１億６，４１９

万６，０００円を計上しています。増額の要因は、００１学校給食費０３学校給食費重

点交付金が２３８万２，０００円の皆増、００３給食センター改修事業が１，２０３万

９，０００円の皆増、００４給食車購入事業費が８９０万円の皆増などによるもので

す。１４６ページから１４９ページの２項小学校費１目学校管理費は、前年度より１，

５２１万５，０００円増の、１億３，３１５万２，０００円を計上しています。増額の

要因は、００１小学校総務費０４小学校教科書改選指導書等整備事業費が前年度より

１，５０８万７，０００円の増などによるものです。１５０ページ１５１ページの３目

学校建設費は前年度より１，１４５万８，０００円増の９，４１０万８，０００円を計

上しています。増額の要因は、０２９小学校施設衛生環境改善事業費が前年度より２，

３０２万８，０００円の皆増、０３２小学校防犯設備整備事業費が１，００７万１，０

００円の皆増などによるものです。１５４ページ１５５ページをお開きください。３項

中学校費３目学校建設費は、前年度より１２億４，２８２万円減の、８億８７３万６，

０００円を計上しています。減額の要因は、０１８石見中学校建設事業費が前年度より

１２億５，０６８万円の減によるものです。１５８ページから１６１ページの４項社会

教育費２目公民館費は、前年度より２，０１０万１，０００円増の２億４，５４４万

６，０００円を計上しています。増額の要因は、００６公民館改修事業費が前年度より

２，４６４万４，０００円の増、０１５公民館整備事業、０１田所公民館蓄電池整備事

業費が１，０２３万円の皆増などによるものです。１６８ページ１６９ページをお開き

ください。９８款予備費は、前年度同様３，０００万円を計上しています。以上、地方

自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお

願いいたします。

○秋田町民課長（秋田敏子） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、秋田町民課長。

○秋田町民課長（秋田敏子） 議案第５７号令和６年度邑南町国民健康保険事業特別

会計予算について御説明申し上げます。第１条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞ

れ１２億９，３００万円と定めるものでございます。前年度と比較いたしまして２，７

００万円の減額でございます。詳細につきましては、予算に関する説明書の事項別明細

書で御説明いたします。はじめに歳入でございます。１款１項国民健康保険税でござい
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ますが、総額１億２，８２２万８，０００円でございます。前年度と比較いたしまして

３，０９１万６，０００円の減額を見込んでおります。これは、加入世帯数及び被保険

者数の減少及び税率引き下げによるものでございます。次に、５款県支出金２項県補助

金でございます。２目保険給付費等交付金は９億８，６１３万２，０００円で、前年度

と比較いたしまして２，４２２万３，０００円の減額でございます。この内訳でござい

ますが１節普通交付金が９億４，３３３万９，０００円で、２，２７９万４，０００円

の減額でございます。これは町が保険者として支払う７割相当部分の療養の給付などの

補填分でございます。２節特別交付金は４，２７９万３，０００円で、前年度と比較い

たしまして１４２万９，０００円の減額でございます。つぎに、９款繰入金１項基金繰

入金は、５，１６６万７，０００円でございます。前年度と比較いたしまして、４，２

８４万８，０００円の増額でございます。この要因といたしましては、被保険者数の減

少及び税率引き下げにより国民健康保険税収入が減となっておりますが、島根県に納め

る国民健康保険事業費納付金が増額となっているため、その補填をするためでございま

す。つぎに、同款２項他会計繰入金１目一般会計繰入金ですが、１節保険基盤安定繰入

金が４，２４４万４，０００円、２節一般会計繰入金が８，４３５万７，０００円とし

ています。続きまして、歳出でございます。はじめに１款総務費１項総務管理費でござ

いますが５，７３１万５，０００円で、前年度と比較いたしまして５２３万６，０００

円の減額でございます。これは邑智郡総合事務組合負担金や職員給与費の減が主な要因

でございます。つぎに、同款２項徴収費でございますが、賦課徴収にかかる経費といた

しまして１４５万円を計上いたしております。つぎに、２款保険給付費１項療養諸費に

つきましては合計８億７０６万２，０００円で、前年度と比較いたしまして２，０１７

万５，０００円の減額でございます。つぎに、同款２項高額療養費でございますが合計

１億３，５９７万７，０００円で、前年度と比較いたしまして２６０万９，０００円の

減額でございます。つぎに、５款保健事業費１項保健事業費でございますが、国保ヘル

スアップ事業分として７１万１，０００円、同款２項特定健康診査等事業費は１，２７

０万１，０００円を計上しております。つぎに、９款諸支出金３項繰出金でございます

が、特別調整交付金に直営診療所運営費分が算入されておりますので、その額４２４万

６，０００円を直営診療所事業特別会計に繰り出すものでございます。つぎに、１２款

国民健康保険事業費納付金でございます。この納付金は島根県に納めるものでございま

して、県では県全体の保険給付費を推計し、その推計額から国庫負担金等県の歳入とな

る公費を控除して納付金算定基礎額を算出いたします。この基礎額に県内各市町村の医

療費水準や所得水準等に基づき案分した額が、国民健康保険事業費納付金として市町村

に請求されることとなります。１項医療給付費分が、１億８，１００万２，０００円、

２項後期高齢者支援金等分が、６，５５０万４，０００円、３項介護納付金分が１，９
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１９万７，０００円でございまして、町が県に納める国民健康保険事業費納付金の総額

は、２億６，５７０万３，０００円でございます。これは、前年度と比較いたしまして

５４１万８，０００円の増額でございます。つぎに、９８款予備費といたしまして、３

５９万５，０００円の計上でございます。つづきまして、議案第５８号令和６年度邑南

町国民健康保険直営診療所事業特別会計予算について御説明申し上げます。第１条歳入

歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億３，８５０万円と定めるものでございます。

前年度と比較いたしまして４００万円の増額でございます。第２条地方債でございます

が、第２表地方債に記載をしております。診療所事務機器整備事業債を８４０万円計上

し、矢上診療所の電子カルテシステム更新事業の財源としております。詳細につきまし

ては、予算に関する説明書の事項別明細書で御説明いたします。はじめに歳入でござい

ます。１款診療収入２項外来収入でございますが、４か所の診療所の総額を３，９３０

万９，０００円と見込んでおります。つぎに、５款県支出金１項県補助金でございま

す。へき地医療対策費補助金の認定基準変更のため、令和５年度より矢上診療所と井原

診療所が補助対象となりました。２診療所合わせまして１，００７万８，０００円を計

上しています。つぎに、７款１項町債でございます。診療所事務機器整備事業債を８４

０万円計上し、矢上診療所の電子カルテシステム更新事業の財源としております。つぎ

に、８款繰入金１項他会計繰入金でございます。４か所の診療所運営費補填分といたし

まして４，６３２万３，０００円、市町村債償還金分といたしまして２，２４０万５，

０００円、合計６，８７２万８，０００円を計上しております。前年度と比較いたしま

して、１，３６０万１，０００円の減額でございます。先ほど御説明いたしました矢上

診療所と井原診療所がへき地医療対策費補助金の対象となったことが主な要因でござい

ます。つぎに、同款３項事業勘定繰入金でございますが、へき地診療所の阿須那及び日

貫診療所の運営費補填分が特別調整交付金として国保会計に算入されますので、その額

の４２４万６，０００円を計上しております。次に、１０款諸収入２項受託事業収入は

合計６３６万２，０００円を計上しております。つづきまして、歳出でございます。は

じめに、１款総務費１項施設管理費でございますが、４か所の診療所の総額は９，１４

０万５，０００円で、前年度と比較いたしまして３７９万９，０００円の減額でござい

ます。この主な要因といたしましては、矢上診療所職員給与費による減でございます。

つぎに、２款１項医業費でございますが、４か所の診療所の総額は１，５３２万２，０

００円で、前年度と比較いたしまして８２万３，０００円の減でございます。つぎに、

３款１項施設整備費でございますが、矢上診療所の電子カルテシステム更新のため８４

７万円を計上しております。つぎに、４款１項公債費でございますが、町債償還金の元

金及び利子分を合わせまして２，２４０万５，０００円を計上しております。９８款予

備費といたしまして、８９万８，０００円の計上でございます。つづきまして、議案第
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５９号令和６年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計補正予算について御説明申し上げ

ます。予算書の１ページでございます。第１条、歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞ

れ４億１，２００万円と定めるものでございます。詳細につきましては予算に関する説

明書の事項別明細書で御説明いたします。はじめに、歳入でございます。１款１項後期

高齢者医療保険料でございますが、後期高齢者医療広域連合が実績に基づき算出したも

ので１億４，９２２万円でございます。前年度と比較いたしまして、１，６９６万９，

０００円の増額でございます。つぎに、５款繰入金１項一般会計繰入金でございます

が、事務費繰入金、保険基盤安定繰入金及び療養給付費負担金繰入金合わせまして、２

億６，２７３万９，０００円でございます。前年度と比較いたしまして２，１５２万

２，０００円の増額でございます。要因といたしましては、団塊の世代の後期高齢者医

療への移行及び邑智郡総合事務組合負担金が増額となっていることでございます。つづ

きまして、歳出でございます。１款総務費１項総務管理費でございますが、２，１８２

万２，０００円でございます。前年度と比較いたしまして１，１９１万８，０００円の

増額となっており、主な要因といたしましては邑智郡総合事務組合負担金の増額による

ものでございます。つぎに、２款後期高齢者医療広域連合納付金１項後期高齢者医療広

域連合負担金でございます。１目の保険料等負担金は２億１，２２９万５，０００円

で、内訳につきましては保険料負担金が１億４，９２２万円、低所得者等の保険料軽減

分として公費で補填をされる保険基盤安定負担金が６，３０７万５，０００円でござい

ます。２目療養給付費負担金は１億７，６２９万６，０００円で、これは広域連合が現

役並み所得者以外の被保険者に係る療養の給付等に要する費用を令和４年度の実績に基

づく案分率により、市町村別負担金として請求するものでございます。同額を一般会計

より繰り入れております。９８款予備費といたしまして、９８万５，０００円の計上で

ございます。以上、３会計につきましてそれぞれ地方自治法第９６条第１項の規定によ

り議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。

○柳川情報みらい創造課長（柳川修司） 議長、番外。

●石橋議長（石橋純二） はい、柳川情報みらい創造課長。

○柳川情報みらい創造課長（柳川修司） 議案第６０号令和６年度邑南町電気通信事

業特別会計予算について、御説明いたします。第１条、予算の総額は歳入歳出それぞれ

５億２，１００万円と定めるものでございます。第２条、地方債は情報基盤整備事業の

財源として充当するため借り入れるものです。それでは、予算の内容を予算に関する説

明書の事項別明細書で説明いたします。はじめに歳入から御説明いたします。１款分担
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金及び負担金２項負担金１目情報通信施設負担金でございますが、新規加入者を３０件

引き込み工事を３８か所と見込み２９０万２，０００円としております。つぎに、２款

使用料及び手数料１項使用料１目情報通信施設使用料でございますが、テレビの基本チ

ャンネル利用料及びＩＰ電話利用料の改正に伴い、基本チャンネル利用料は減額、ＩＰ

電話使用料は増額となっております。また、インターネット利用世帯は増加すると見込

んでおりますが、ＮＨＫ受信料の料金改定に伴い団体一括徴収の減額を見込み、情報通

信施設使用料は８７４万６，０００円の減額でございます。６款繰入金につきまして

は、１項基金繰入金１目電気通信事業基金繰入金が９６２万３，０００円、２項他会計

繰入金１目一般会計繰入２，７３９万５，０００円としております。８款諸収入は、Ｎ

ＨＫ団体一括手数料等で３７８万９，０００円としております。９款町債は、情報基盤

整備事業の財源として見込んでいるものでございまして、２億２，７４０万円を計上し

ております。つぎに歳出でございます。１款総務費１項総務管理費１目電気通信事業一

般管理費でございますが右の説明欄に記載しておりますように、００１電気通信事業一

般管理費に１，４３１万７，０００円を計上しております。００２施設維持費は、５，

１７６万８，０００円としております。この中には、ＯＮＵなどの修繕費、電柱共架

料、機器の保守委託料のほか、工事請負費として支障移転工事費１，７００万円を見込

んでおります。００６のサービス業務費は、ＣＳの使用料、ＩＰ回線使用料、インター

ネット回線使用料などで６，７４５万１，０００円としております。また、０１７おお

なんケーブルテレビ業務委託費につきましては６，７７１万円としております。２款の

電気通信事業費につきまして、はじめに説明欄００１放送設備整備事業費でございま

す。０１放送設備整備事業費は、自主放送制作設備の更新を行うものです。つぎに、０

０２通信設備整備事業費は、令和４年度及び令和５年度にも一部行った事業で、ＦＴＴ

Ｈシステムにおける加入者側端末のＯＮＵとセンター側装置のＯＬＴを新しいものに交

換するものでございます。次に、００３番組制作機器整備事業費は、ケーブルテレビの

編集機器の更新を行うものです。次に、３款基金積立金につきましては、施設加入者負

担金とインターネット利用料の一部などを積み立てるもので、１，９０２万４，０００

円を見込んでおります。４款公債費につきましては、元金が１，１２１万２，０００円

となっております。公債費利子が５１０万８，０００円でございまして、４款の公債費

合計は、１，６３２万円としております。以上、令和６年度邑南町電気通信事業特別会

計予算につきまして、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるもの

でございます。よろしくお願いいたします。

○沖野水道課長（沖野弘輝） 議長、番外。
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●石橋議長（石橋純二） はい、沖野水道課長。

○沖野水道課長（沖野弘輝） 議案第６１号令和６年度邑南町水道事業会計予算につ

いて説明します。第２条業務の予定量は、給水件数を４，１６１件、年間総給水量を９

１万６，２４０立米。１日平均給水量を２，５１０立米。主要な建設改良事業、水道施

設整備事業として、３億５，０６５万６，０００円を予定しております。第３条収益的

収入及び支出。収入第１款水道事業収益を４億２万８，０００円。第１項営業収益を２

億１，３６３万１，０００円。第２項営業外収益を１億８，６３９万７，０００円予定

しています。続いて支出第１款水道事業費用を３億９，４９４万１，０００円。第１項

営業費用を３億５，２７６万５，０００円。第２項営業外費用を４，１６７万６，００

０円。第３項予備費を５０万円予定しています。第４条資本的収入及び支出。収入第１

款資本的収入を４億６，９２１万３，０００円。第１項企業債を２億３，８３０万円。

第２項国庫補助金を８，７６６万５，０００円。第３項他会計補助金を１億２，３５７

万５，０００円。第４項工事負担金を１，６７３万円。第５項その他資本的収入を２９

４万３，０００円予定しています。続いて支出第１款資本的支出を６億４，４２６万

９，０００円。第１項建設改良費を３億６，８２９万９，０００円。第２項企業債償還

金を２億７，５９７万円予定しています。資本的収入額が資本的支出額に対し不足する

額１億７，５０５万６，０００円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

１，０８６万１，０００円。過年度分損益勘定留保資金1億５，１９７万２，０００円

及び当年度分損益勘定留保資金１，２２２万３，０００円で補填するものとしておりま

す。第５条では、起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を定めてお

り、限度額は２億３，８３０万円としております。第６条では、一時借入金の限度額を

１億円と定めております。第７条では、予定支出の各項の経費の金額を流用することが

できる場合についてを定めており、営業費用及び営業外費用の間の流用としておりま

す。第８条では、議会の議決を経なければ流用することができない経費として、職員給

与費５，６８６万１，０００円を定めております。第９条では、水道事業健全財政運営

のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額を２，２５７万４，０００円と定めて

おります。第１０条ではたな卸資産の購入限度額として、３００万円を定めておりま

す。次ページから邑南町水道事業会計予算に関する説明書として、予算実施計画、予定

キャッシュフロー計算書、給与費明細書、予定貸借対照表、令和５年度予定損益計算

書、令和５年度予定貸借対照表を添付しておりますので御参照ください。以上、地方公

営企業法第２４条第２項の規定により議会の議決を求めるものでございます。つづい

て、議案第６２号令和６年度邑南町下水道事業会計予算について説明します。第２条業

務の予定量は水洗化人口を８，２８９人。年間総処理水量を９３万３，３０９立米。１
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日平均処理水量を２，５５７立米。主要な建設改良事業として管渠整備事業２，２４０
かんきょ

万８，０００円。ポンプ場整備事業１億４，１０２万５，０００円。処理場整備事業９

５８万２，０００円。浄化槽整備事業１，７５５万円を予定しております。第３条収益

的収入及び支出。収入第１款下水道事業収益を７億７，４１３万４，０００円。第１項

営業収益を１億８，９３６万５，０００円。第２項営業外収益を５億８，４７６万９，

０００円予定しております。続いて支出第１款下水道事業費用を７億７，４１３万４，

０００円。第１項営業費用を７億７６５万６，０００円。第２項営業外費用を５，６８

２万８，０００円。第３項特別損失を９２３万３，０００円。第４項予備費を４１万

７，０００円予定しています。第４条資本的収入及び支出。収入第１款資本的収入を４

億８，３５７万６，０００円。第１項企業債を２億４，２１０万円。第３項他会計補助

金を１億６，８１５万７，０００円。第５項国庫補助金５，７５２万４，０００円。第

７項負担金等を１，５７９万５，０００円予定しています。続いて支出第１款資本的支

出を６億９，１２２万８，０００円。第１項建設改良費を１億９，０５６万５，０００

円。第３項企業債償還金を５億６６万３，０００円予定しております。資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額２億７６５万２，０００円は、引継金８，９１７万８，

０００円、当年度分損益勘定留保資金１億１，８４７万４，０００円で補填するものと

しています。第４条の２では特例的収入及び支出として地方公営企業法施行令第４条第

４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金

の金額は、それぞれ１，９０８万円及び１億１，５２２万３，０００円としています。

これは公営企業会計移行初年度のみに行う処理となります。第５条では、起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を定めており、限度額は２億４，４００万円

としております。第６条では、一時借入金の限度額を１億円と定めております。第７条

では、予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合について定めており、

営業費用及び営業外費用の間の流用としております。第８条では、議会の議決を経なけ

れば流用することができない経費として、職員給与費６，３１０万３，０００円を定め

ております。第９条では、下水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額を５億３，４３１万６，０００円と定めております。次のページから邑南町下水道

事業会計予算に関する説明書として、予算実施計画、予定キャッシュフロー計算書、給

与費明細書、予定貸借対照表、予定開始貸借対照表を添付しておりますので御参照くだ

さい。以上、地方公営企業法第２４条第２項の規定により議会の議決を求めるものでご

ざいます。よろしくお願いいたします。

●石橋議長（石橋純二） 以上で、提出者からの提案理由の説明は、終了いたしまし

た。
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～～～～～～～～○～～～～～～～～

（ 散会宣告 ）

●石橋議長（石橋純二） 以上で、本日の日程は全て議了いたしました。本日はこれ

にて散会といたします。皆様大変お疲れ様でございました。

―― 午後 ４時 ４分 散会 ――


